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（１）　収 益 的 収 入 及 び 支 出　

収　　     　   入

　　　　                 予　　　　　　　　　　　　　　   算

円 円 円

第 １ 款 　　

第 １ 項 　　営 業 収 益

第 ２ 項 　　営 業 外 収 益

特 別 利 益

支　　     　   出

　　　　                 予　　　　　　　　　　　　　　   算

流    用

増 減 額

円 円 円 円 円

第 １ 款

第 １ 項 営 業 費 用 △ 5,641,000

第 ２ 項 営 業 外 費 用

第 ３ 項 特 別 損 失

第 ４ 項 予 備 費

区　　　　　　分

当　　 　  　初

平 成 ２ ８ 年 度 四 條 畷 市

地 方 公 営 企 業 法 第 条
第 項 の 規 定 に よ る
支出額に係る財源充当額

水 道 事 業 費 用

△ 4,969,000

区　　　　　　分

水 道 事 業 収 益

予 　 算  　額

補　 　　　　正

予  　算 　 額

予 備 費

支 出 額

△ 4,969,000

当    初

予 算 額

補    正

予 算 額

地 方 公 営
企 業 法 第 条
第 項の規定に
よ る 支 出 額

第 ３ 項
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円 円 円 （うち、仮受消費税及び
地方消費税）

円

円

円

円

　　　　　　額

決 算 額 不 用 額

円 円 円 円 円 円 （うち、仮払消費税

及び地方消費税）

円

円

円

円

円

備　　　 考

備　　　　　       考決　　算　　額

小　　計

地 方 公 営 企業
法第 条第 項
の 規 定 に よ る
繰 越 額

水 道 事 業 決 算 報 告 書

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

　　額

合　　　　　計

合  　計
地 方 公 営 企 業
法第 条第 項
の 規 定 に よ る
繰 越 額
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（２）資本的収入及び支出

収　　     　   入

　　　　                 予　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  算

円 円 円 円

 第 １ 款 　

第 １ 項 企 業 債

第 ２ 項 固定資産売却代金

第 ３ 項 他 会 計 負 担 金

第 ４ 項 長期貸付金返還金

支　　     　   出

　　　　                 予　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　算

円 円 円 円 円 円

第 １ 款 

　　第 １ 項 　　建　 設 　改 　良 　費第 １ 項 建 設 改 良 費

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金

第 ３ 項 投 資

第 ４ 項 予 備 費

んした。
資本的収入額が資本的支出額に不足する額４１８，６２９，８５５円は、当年度分消費税及び地方消費税

予算額 予算額 増減額
繰 越 額

資 本 的 支 出

当  初

小　　　　　計

地 方 公 営
企 業 法
第 条 の
規定による
繰 越 額

区　　　　　　　　　　分
小　　計

継 続 費

逓    次
流  用

区　　　　　　　　　　分

資 本 的 収 入

補  正

補　 　　　　正

予  　算 　 額

当　　 　  　初

予 　 算  　額

地方公営企業法
第 条 の 規 定
による繰越額に
係る財源充当額

　　　　額

合　　　　　計

円 円 円 円 (うち、仮受消費税及び
地方消費税）

円

円

円

円

円

　　　　額

決　　算　　額 不　用　額   備　　  考
合　　　　　計

円 円 円 円 円 円 （うち、仮払消費税

及び地方消費税）

円

円

円

円

円

資本的収支調整額 １３，７２５，７９３円、過年度及び当年度分損益勘定留保資金 ４０４，９０４，０６２円で補て

繰 越 額

合　　　　　計

継 続 費
地方公営企業
法 第 条 の
規 定 に よ る
繰 越 額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

逓    次

△ 6,460,000

△ 10,000

備　　　　　       考継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

決　　算　　額 予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

△ 42,000,000

△ 47,470,000
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　　　　額

合　　　　　計

円 円 円 円 (うち、仮受消費税及び
地方消費税）

円

円

円

円

円

　　　　額

決　　算　　額 不　用　額   備　　  考
合　　　　　計

円 円 円 円 円 円 （うち、仮払消費税

及び地方消費税）

円

円

円

円

円

資本的収支調整額 １３，７２５，７９３円、過年度及び当年度分損益勘定留保資金 ４０４，９０４，０６２円で補て

繰 越 額

合　　　　　計

継 続 費
地方公営企業
法 第 条 の
規 定 に よ る
繰 越 額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

逓    次

△ 6,460,000

△ 10,000

備　　　　　       考継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

決　　算　　額 予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

△ 42,000,000

△ 47,470,000
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円 円 円
営業収益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営業費用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益

営業外収益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

給 水 申 込 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

平 成 ２８ 年 度 四 條 畷 市 水 道 事 業 損 益 計 算 書

（ 平 成 ２８年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 ２９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）　
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円 円 円
営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

特別利益

過 年 度 損 益 修 正 益

退 職 給 付 引 当 金 戻 入

特別損失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金
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受贈財産
評価額

国庫補助金 府補助金
他 会 計
負 担 金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

建設改良積立金の積立

当年度変動額

当年度純利益

当年度末残高
　
（注）
１ この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものです。

自己資本金

　　　資　　　　本　　　　剰　　　　余　　  　　金

処分後残高

剰 余 金資　本　金

　（平成２８年４月１日から

平成２８年度四條畷市
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（単位：円）

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

△ 100,000,000

△ 100,000,000

△ 100,000,000

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）

　　　資　　　　本　　　　剰　　　　余　　  　　金 利益剰余金

剰 余 金

水道事業剰余金計算書

平成２９年３月３１日まで）

資本合計
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円 円 円 円

固定資産

有形固定資産

イ 土 地

ロ 建 物

建 物 償 却 累 計 額

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産

イ 施 設 利 用 権

無形固定資産合計

平 成 ２８ 年 度 四 條 畷 市 水 道 事 業 貸 借 対 照 表

（平 成 ２９ 年 ３ 月 ３ １ 日）

資　　産　　の　　部
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円 円 円 円

投資

イ 長 期 貸 付 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金 △ 3,699,301

貯蔵品

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固定負債

企業債

イ 建設改良等の財源に充てる

ための企業債

企 業 債 合 計

引当金

イ 退職給付引当金

ロ 修繕引当金

引当金合計

固 定 負 債 合 計

負　　債　　の　　部
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円 円 円 円

流動負債

企業債

イ 建設改良等の財源に充てる

ための企業債

企 業 債 合 計

未払金

前受金

引当金

イ 退職給付引当金

ロ 賞与等引当金

引当金合計

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

負 債 合 計
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円 円 円 円

６ 資本金

７ 剰余金

資 本 剰 余 金

イ 受贈財産評価額

ロ 国 庫 補 助 金

ハ 府 補 助 金

ニ 他 会 計 負 担 金

ホ その他資本剰余金

資本剰余金合計

利 益 剰 余 金

イ 建設改良積立金

ロ 当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

繰 越 未 処 分

利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

当年度未処分利益剰余金

合 計

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資　　本　　の　　部
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平 成 ２ ８ 年 度 四 條 畷 市 水 道 事 業 報 告 書

１　概　　況

（１）　総括事項

　四條畷市水道事業として最後の年度となる平成２８年度末の給水人口は５５，９３７人で前年

度末に比べ２７０人（０．５％）減少し、年間総給水量は、前年度に比べ７０，０３６㎥（１．

２％）増の６，０３７，７０２㎥となり、年間総有収水量は、５，７９２，４４９㎥で前年度に

比べ９８，４５５㎥（１．７％）の増となりました。有収率は９５．９％で前年度に比べ０．

５％の上昇となりました。

　本年度の事業収益は１，２７６，２２６千円で前年度に比べ５６，８７２千円（４．７％）の

増となりました。このうち給水収益は、１，０３７，２９８千円で平成２７年１０月に開業した

大型商業施設の収益が通年となったことなどにより前年度に比べ３８，２１４千円（３．８％）

の増となりました。また、営業外収益は１４６，２９１千円で、前年度に比べ１，６３４千円

（１．１％）の増となりました。

　一方、事業費用は１，１３７，２４３千円で、前年度に比べ４０，１９３千円（３．７％）の

増となりました。このうち人件費は１８２，１４４千円で退職給付引当金繰入額の増等により、

前年度に比べ７，２５３千円（４．１％）の増となりました。

　これらの結果、本年度は１３８，９８３千円の純利益となり、前年度繰越利益剰余金１１３，

９８７千円に加えると、当年度未処分利益剰余金の額は２５２，９７０千円となりました。

　長期安定化整備事業として、西部地域において、主要幹線となる口径２００㎜以上の配水管の

耐震化工事を実施しました。

　また、設備改良事業として、災害時等において給水活動がスムーズに行えるよう、大阪府立四

條畷高等学校内に災害対策給水栓を設置しました。
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（２）　議会議決事項

議案第３８号

認定第 ５ 号

議案第４８号 大阪広域水道企業団への水道事業統合に伴う関係条例

の整備に関する条例の制定について

議案第６１号

（3）　行政官庁認可事項

平成 平成

２８．１０．　７ 大 阪 府 知 事 平成２８年度上水道事業（長期安定化整備事業）

起債協議（市第３１０３号）

　

　

議決年月日議案番号 件　　　　　　　　　名

平成２７年度四條畷市水道事業会計決算の認定について

提出年月日

平成

２８．　９．　２

２８．　９．　２

協議年月日 協　議　先 同意年月日件　　　　　　　　　名

平成２７年度四條畷市水道事業会計未処分利益剰余金

の処分について

平成２８年度四條畷市水道事業会計補正予算（第１号）

平成

２８．　９．１５

２８．　９．　２

　　

２８．１２．　１

２８．１２．　１ ２８．１２．１５

２８．１０．３１

２８．１２．　１

備考
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（4）　職員に関する事項

   イ　職員数

増 減

人 人 人 人

　(　　)は再任用職員及び短時間勤務職員を除く （ ） （ ） （ ） （ ）

（注）１．局長、課長（１名）及び短時間勤務職員等（１名）については再任用職員を含む。

   ロ　職員給与費

円 円 円

（注）　１．短時間勤務職員等を含む。

　　　　２．手当、退職給付費及び法定福利費には、賞与引当金繰入額、法定福利費引当金繰入額及

 　　 　び退職給付費引当金繰入額を含む。

（５）水道料金その他条件の設定、変更に関する事項

   該当事項なし

区　　　　　　分 前年度末
異 動 の 状 況

本年度末

管 理 者

局 長

参 事

次 長

副 参 事

課 長

上 席 主 幹

課 長 代 理

主 幹

主 任

主 査

課 員

短 時 間 勤 務 職 員 等

計

(消費税及び地方消費税抜き)

区 分 本 年 度 前　　年　　度 比 較

給 料 △ 5,078,134

手 当 △ 4,969,241

計 △ 10,047,375

一 人 平 均 △ 478,446

退 職 給 付 費

法 定 福 利 費 △ 1,492,033

合 計
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２　工　　事

（１）　建設工事の概況

イ 長期安定化整備事業 (消費税及び地方消費税込み)

工 事 内 容 工 事 費 着工年月日 竣工年月日

円 平成 平成

中央ポンプ場・第１中継ポンプ場・第２中継ポン
プ場遠方監視制御装置更新工事

市道蔀屋新町１号線φ２００㎜配水管布設替工
事に伴う舗装復旧工事

都市計画道路雁屋畑線整備工事に伴う配水管
布設工事

国道１７０号線φ２００㎜配水管布設工事

市道中野３丁目中野１号線φ２００㎜配水管布
設替工事

市道岡山１丁目１号線φ２００㎜配水管布設替
工事

市道岡山１丁目２・３・４号線φ２００㎜配水管布
設替工事

市道中野岡山東１号線他φ２００㎜配水管布設
替工事

（２）　改良工事の概況

(消費税及び地方消費税込み)

工 事 内 容 工 事 費 着工年月日 竣工年月日

円 平成 平成

田原中区配水池流量計更新工事

圧力計更新工事

集中監視制御システム付属機器取替工事

田原浄水場低濁度計更新工事

大阪府立四條畷高等学校内災害対策給水栓
設置工事

備　考

備　考
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（３）　保存工事の概況

(消費税及び地方消費税込み)

工 事 内 容 工 事 費 着工年月日 竣工年月日

円 平成 平成

水道管維持工事（砂三丁目地内）

中央ポンプ場ポンプ井水位計修繕工事

水道管維持工事その２（中野本町他地内）

水道管維持工事（砂三丁目地内）に伴う舗装復
旧工事

中央ポンプ場中央田原２号送水ポンプ吐出弁
修繕工事

北谷川水管橋φ３００㎜・φ２００㎜塗装補修工事

水道管維持工事その３（二丁通町他地内）

水道管維持工事その４（北出町他地内）

田原場内井深井戸揚水機修理工事

備　考
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　　　　　　区　　　　　　　　　　　分 本　　年　　度 前　　年　　度

増　 減 比　率(%)

イ 人口及び戸数 総         人         口 （ 人 △ 270 △ 0.5

給 水 区 域 内 人 口 （ 人 △ 270 △ 0.5

給     水     人     口 （ 人 △ 270 △ 0.5

給     水     戸     数 （ 戸 △ 11

給     水     件     数 （ 件

ロ 給　　水　　量 総     給     水     量 （ ㎥

内 地 下 水 （ ㎥ △ 398 △ 0.4

企 業 団 水 （ ㎥

訳 寝 屋 川 市 水 （ ㎥

 １ 日 最 大 給 水 量 （ ㎥

 １ 日 平 均 給 水 量 （ ㎥

 １人 １日最大給水量 （ ℓ

 １人 １日平均給水量 （ ℓ

ハ 有 収 水 量 総　 有 　収 　水 　量 （ ㎥

家       事       用 （ ㎥ △ 2,617 △ 0.1

内 家    事    共   用 （ ㎥ △ 50 △ 10.7

営       業       用 （ ㎥

公       共       用 （ ㎥ △ 4,806 △ 1.5

工       場       用 （ ㎥

訳 公  衆  浴  場  用 （ ㎥ △ 2,002 △ 77.9

臨       時       用 （ ㎥ △ 3,602 △ 49.4

有         収         率 ％

ニ 給 水 工 事 新     設     申     込 件 △ 4 △ 2.4

増  口   径   申    込 件

増  改   設   申    込 件

開                      栓 件 △ 75 △ 3.6

閉                      栓 件

有     料     修     繕 件 △ 3 △ 5.6

無     料     修     繕 件 △ 48 △ 9.0

比　　　　　　較

３　業　　務

（１）　業務量

金　 　額 構成比 金　 　額 構成比

円 ％ 円 ％ 円

給 水 収 益
給水量１㎥

受 託 工 事 収 益 当たり単価

そ の 他 の 営 業 収 益
 １７９円０８銭

受取利息及び配当金 △ 349,178

給 水 申 込 負 担 金 △ 11,067,500

他 会 計 補 助 金 △ 380,000

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

過 年 度 損 益 修 正 益

退職給付引当金戻入

　　　　　計

特 別 利 益

営 業 外 収 益

備　考区　　　分

営 業 収 益

　（２）　事業収入に関する事項

(消費税及び地方消費税抜き)

前　年　度本　年　度
増　　　　減
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金　 　額 構成比 金　 　額 構成比

円 ％ 円 ％ 円

給 水 収 益
給水量１㎥

受 託 工 事 収 益 当たり単価

そ の 他 の 営 業 収 益
 １７９円０８銭

受取利息及び配当金 △ 349,178

給 水 申 込 負 担 金 △ 11,067,500

他 会 計 補 助 金 △ 380,000

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

過 年 度 損 益 修 正 益

退職給付引当金戻入

　　　　　計

特 別 利 益

営 業 外 収 益

備　考区　　　分

営 業 収 益

　（２）　事業収入に関する事項

(消費税及び地方消費税抜き)

前　年　度本　年　度
増　　　　減
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金　 　額 構成比 金　 　額 構成比

円 ％ 円 ％ 円

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費 △ 58,744

業 務 費 △ 1,233,626

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

△ 4,034,096

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

△ 3,922,241

雑 支 出 △ 111,855

過 年 度 損 益 修 正 損

　　　　　計

　（３）　事業費に関する事項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

区　　　分

特 別 損 失

(消費税及び地方消費税抜き)

本　年　度 前　年　度
増　　　　減 備　考
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給 水 原 価

経 常 費 用 （経常費用－長期前受戻入額-

※受託工事費等）

円 円 円

受 水 費

職 員 給 与 費

減 価 償 却 費

支 払 利 息

修 繕 費

動 力 費

委 託 料

路 面 復 旧 費

薬 品 費

資 産 減 耗 費

材 料 費

請 負 費

そ の 他

計

円　　

供 給 単 価

差 額

※　　受託工事費等＝受託工事費＋材料売却原価＋不用品売却原価

　（４）　給水原価構成表

区　　　　　分
有収水量１㎥当たり原価

本　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　　度
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給　　水　　原　　価 給　　水　　原　　価

円 円 円 円

△ 0.34

△ 3,922,241 △ 0.84

△ 4,375,623 △ 0.83

△ 3,348,910 △ 0.69

△ 16,500 △ 0.01

△ 771,669 △ 0.14

△ 2,081,730 △ 0.49

円　　 円　　

有収水量１㎥当たり原価

比　　　　　　　　　　　　　　較

(消費税及び地方消費税抜き)

有収水量１㎥当たり原価

前　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　　度
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４　会　　計

　（１）　重要契約の要旨　（１,０００万円以上）

（消費税及び地方消費税込み）

　（２）　企業債の概況

　　 イ　企業債

計装設備年間保守業務委託
メタウォーター(株)
西日本営業部

市道中野３丁目中野１号線φ200㎜配水管
布設替工事

山本工業(株)

(株)大幸土木建設

市道中野岡山東１号線他φ200㎜配水管布
設替工事

さわだ商建

市道岡山１丁目１号線φ200㎜配水管布設
替工事

計

そ の他 金融 機関

政 府 資 金

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

市道岡山１丁目２・３・４号線φ200㎜配水管
布設替工事

円

借　入　先 前年度末残高 本年度償還高

契 約 内 容 契約年 月 日 契 約 金 額 契約の相手方

メタウォーター(株)
西日本営業部

平成

(株)大角組

中央ポンプ場・第１中継ポンプ場・第２中継ポ
ンプ場遠方監視制御装置更新工事

国道１７０号φ200mm配水管布設工事

円

(株)川村工務店

本年度末残高

円 円 円

本年度借入高
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５　そ　の　他

 （１）負担金等の使途について

イ　収益的収入

①他会計負担金

 （ア）消火栓維持管理負担金

　維持管理に要した職員給与費（課税仕入れ以外）及び減価償却費、企業債利息に
３，８１８，４００円（特定収入以外）を充当した。

 （イ）退職給与金一般会計負担金

　職員給与費（課税仕入れ以外）に３５，９７３，２０１円（特定収入以外）を充
当した。

 （ウ）専用水道等一般会計負担金

　委託料（課税仕入れ）に３，３７６，２９６円（特定収入）を、職員給与費（課
税仕入れ以外）に１，９２２，８００円（特定収入以外）を充当した。

②他会計補助金

 （ア）耐震貯水槽補助金

　維持管理費（課税仕入れ）に１，５１５，０００円（特定収入）を充当した。

 （イ）児童手当補助金

　職員給与費（課税仕入れ以外）に９３６，０００円（特定収入以外）を充当
した。

③雑収益

 （ア）共通経費下水道会計負担金

　職員給与費（課税仕入れ以外）に３，１０８，０５９円（特定収入以外）を充当
した。

ロ　資本的収入

①他会計負担金

 （ア）消火栓設置負担金

　消火栓の設置工事費（課税仕入れ）に２，２５０，０００円（特定収入）を充当した。

 （２）たな卸資産について

 （３）消費税及び地方消費税について

　本年度の消費税及び地方消費税納付額は、２５，８８９，４００円である。

　たな卸資産の購入額は、４，１８８，６８２円（うち消費税等の額３１０，２６５円）
である。
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（単位：円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

引当金の増減額 △3,394,885

貸倒引当金の増減 △515,377

長期前受金戻入額 △100,386,519

受取利息 △595,852

支払利息及び企業債取扱諸費

業務活動に伴う未収金の増減額

業務活動に伴う未払金の増減額

その他（上記以外のもの） △8,343,679

小計

利息の受取額

利息の支払額 △52,585,094

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得による支出 △198,279,999

長期貸付による支出 △141,900,000

長期貸付返還金による収入

他会計負担金等による収入

投資活動に伴う未収金の増減額 △1,043,936

投資活動に伴う未払金の増減額 △70,595,416

投資活動によるキャッシュ・フロー △406,029,351

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △182,514,063

短期貸付による支出 △300,000,000

短期貸付返還金による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △70,514,063

資金増減額 △157,288,404

資金期首残高

資金期末残高

平成２８年度四條畷市水道事業キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　①たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産

　　　　定額法を採用している。

　　②無形固定資産

　　　　定額法を採用している。

　（３）引当金の計上方法

　　①貸倒引当金

　　　　債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等については回収の可能性を検討

　　　し、回収不能見積額を計上している。

　　②退職給付引当金

      　職員の退職給付費の支給に備えるため、当年度末における退職給付金の要支給

　　　額に相当する金額を簡便法により計上している。

　　③賞与等引当金

      　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備え

　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

　　　月から３月までの４か月分）を計上している。

　（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　　①消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　

２.貸借対照表等に関する注記

　（１）平成２６年３月３１日において、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金

　　　等で現に資本剰余金として整理している額については、取得又は改良した資産と補

　　　助金等との対応関係を全ては明確に把握することが出来なかったため、（補助金等

　　　を充当して取得又は改良したことが明らかな資産は除く）平成２６年３月３１日以

　　　前に取得又は改良した一部の資産を対象に按分等の方法を用いて合理的に整理して

　　　いる。

　　　　なお、補助金等を充当し取得した資産の一部については、みなし償却を適用して　　　

　　　いた。

重要な会計方針及び財務諸表注記

　　　　　先入先出法による原価法を採用している。
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　（２）引当金の取崩し

    ①貸倒引当金の取崩し

　      平成２８年度において、不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金１，０４３，

      ０９８円を取崩した。

    ②退職給付引当金の取崩し

　      四條畷市水道事業として最終の年度となるため、平成２８年度において、一般会

      計及び下水道事業会計と退職給付に係る負担額の精算を行い、退職給付引当金４２，

   　 ３７７，５８０円を取崩した。

    ③賞与等引当金の取崩し

      　平成２８年度において、平成２８年６月支給の期末手当及び勤勉手当の支給及び

      これに係る法定福利費の支払いの一部として、賞与等引当金１３，２６２，３７９

      円を取崩した。

３．リース契約関連の注記

　　リース会計に係る特例措置

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

　　に準じた会計処理によっている。

４．その他の注記

　　修繕引当金に関する経過措置

　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例に

　　より取り崩すこととする。
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款 項 節 金　　　額

円

水 道 料 金

給 水 工 事 収 益

給水工事手数料

配水管工事収益

材 料 売 却 収 益

手 数 料

他 会 計 負 担 金

雑 収 益

預 金 利 息

貸 付 金 利 息

加 入 金

ﾒ ｰ ﾀ ｰ 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入

不用品売却収益

そ の 他 雑 収 益

過年度損益修正益

退職給付引当金戻入

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

貸倒引当金取り崩しに係る消費税等
収益化49,671円含む

営 業 外 収 益

特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

収　　益　　費　　用　　明　　細　　書

（消費税及び地方消費税抜き）

目

水 道 事 業 収 益

備　　　考

収　　　益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

給 水 申 込 負 担 金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

過 年 度 損 益 修 正 益

退 職 給 付 引 当 金 戻 入
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款 項 節 金　　　額

円

給 料 予 算 額 ４,８０８,０００円

手 当 予 算 額 ２,９８８,０００円

賞与引当金繰入額 予 算 額 ７３０,０００円

法 定 福 利 費 予 算 額 １,９２３,０００円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 予 算 額 １５９,０００円

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

受 水 費

給 料 予 算 額 ２０,４６７,０００円

報 酬 予 算 額 １０,８１４,０００円

手 当 予 算 額 １０,７９９,０００円

賞与引当金繰入額 予 算 額 ２,８０１,０００円

法 定 福 利 費 予 算 額 ９,９０８,０００円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 予 算 額 ５７４,０００円

旅 費

賃 金

備 消 品 費

備　　　考

営 業 費 用

配 水 及 び 給 水 費

費　　　用

水 道 事 業 費 用

目

原 水 及 び 浄 水 費

（消費税及び地方消費税抜き）

修 繕 費
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款 項 節 金　　　額 備　　　考目

円

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

路 面 復 旧 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

給 料 予 算 額 ３,７４３,０００円

手 当 予 算 額 １,５９０,０００円

賞与引当金繰入額 予 算 額 ４９０,０００円

法 定 福 利 費 予 算 額 １,４５９,０００円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 予 算 額 １０７,０００円

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

修 繕 費

材 料 費

請 負 費

給 料 予 算 額 １６,０５８,０００円

手 当 予 算 額 ８,５１５,０００円

賞与引当金繰入額 予 算 額 ２,０１２,０００円

法 定 福 利 費 予 算 額 ６,９４５,０００円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 予 算 額 ４３６,０００円

旅 費

備 消 品 費

修 繕 費

受 託 工 事 費

業 務 費
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款 項 節 金　　　額 備　　　考目

円

燃 料 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

材 料 費

給 料 予 算 額 ２１,９３５,０００円

手 当 予 算 額 １９,９２３,０００円

賞与引当金繰入額 予 算 額 ２,５７７,０００円

法 定 福 利 費 予 算 額 ８,７２４,０００円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 予 算 額 ５２７,０００円

賃 金

旅 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

材 料 費

研 修 費

厚 生 費

会 費 負 担 金

負 担 金

補 償 費

保 険 料

公 課 費

修 繕 費

総 係 費

修 繕 費
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款 項 節 金　　　額 備　　　考目

円

諸 謝 金

交 際 費 予 算 額 ５０,０００円

予 算 額 ５２,４５８,０００円

引 当 額 ４２,５４８,５８１円

貸倒引当金繰入額 引 当 額 ５２７,７２１円

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

固 定 資 産
除 却 費
た な 卸 資 産
減 耗 費

材 料 売 却 原 価

雑 支 出

企 業 債 利 息

２０３,６３７円

予 備 費

退 職 給 付
引 当 金 繰 入 額

そ の 他 雑 支 出

雑 支 出

そ の 他 営 業 費 用

営 業 外 費 用

資 産 減 耗 費

予 備 費

予 備 費

特 別 損 失

減 価 償 却 費

過 年 度 損 益 修 正 損

３条非課税売上分等

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

過年度損益修正損
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款 項 節 金　　　額

円

企 業 債

固定資産売却代金

他 会 計 負 担 金

長期貸付金返還金

資　　本　　収　　支　　明　　細　　書

収　　　入

（消費税及び地方消費税抜き）

資 本 的 収 入

目 備　　　考

固 定 資 産 売 却 代 金

長 期 貸 付 金 返 還 金

長 期 貸 付 金 返 還 金

企 業 債

企 業 債

他 会 計 負 担 金

他 会 計 負 担 金

固 定 資 産 売 却 代 金
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款 項 節 金　　　額 金　　　額

円

給 料 予 算 額 １１,８９５,０００円

手 当 予 算 額 ８,８０８,０００円

法 定 福 利 費 予 算 額 ５,０２５,０００円

旅 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

賃 借 料

修 繕 費

補 償 費

保 険 料

公 課 費

工 事 費

浄水設備改良費

配水設備改良費

量 水 器 費

工 具 器 具 及 び
備 品 購 入 費

車 両 購 入 費

固 定 資 産 購 入 費

支　　　出

目

資 本 的 支 出

備　　　考

量 水 器 費

設 備 改 良 費

（消費税及び地方消費税抜き）

建 設 改 良 費

長期安定化整備事業費
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款 項 節 金　　　額 金　　　額目 備　　　考

円

企 業 債 償 還 金

他 会 計 貸 付 金

予 備 費

予 備 費

企 業 債 償 還 金

予 備 費

企 業 債 償 還 金

投 資

長 期 貸 付 金
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固　　　定　　　資　　　産

　（１）　有形固定資産明細書

年度当初の現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

　　　　　　計

資 産 の 種 類

土 地

施 設 用 地

そ の 他 土 地

建 物

原 水 及 び 浄 水 設 備

配 水 設 備

そ の 他 構 築 物

機 械 及 び 装 置

事 務 所 用 建 物

施 設 用 建 物

そ の 他 建 物

構 築 物

建 設 仮 勘 定

量 水 器

そ の 他 機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工具器具及び 備品

電 気 設 備

内 燃 設 備

ポ ン プ 設 備

塩 素 滅 菌 設 備
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　　明　　　細　　　書

　　　（単位：円）

　　　　　　　　減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

年度末償却未済高 備　　　考

長期安定化整備事業及び
設備改良による取得

長期安定化整備事業及び
設備改良による取得

累　　計当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額
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　（２）　無形固定資産明細書

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額

施 設 利 用 権

計

　（３）　投資

 種 　　　類 貸 　付　 先 当初貸付額 貸付残高

長 期 貸 付 金 一　般　会　計

長 期 貸 付 金 一　般　会　計

計
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当 年 度 減 価 償 却 高 年 度 末 現 在 高 備　　　　考

利　　　　率　（％） 備　　　　考

平成28年5月31日

平成48年5月31日

（単位：円）

（単位：円）

平成28年5月31日

平成48年5月31日

貸　　付　　日

償　還　期　日
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企　　　　　　業　　　　　　債

発行総額
当年度償還高 償還高累計

昭和 平成 円 円 円

６３年度債 元 ． ３ ． ２ ４

〃 元 ． ３ ． ２ ７

平成
４ 年 度債

〃 ５ ． ３ ． ２ ６

〃 ５ ． ３ ． ２ ６

５ 年 度債 ６ ． ３ ． ２ ３

〃 ６ ． ３ ． ２ ３

６ 年 度債 ７ ． ３ ． ２ ７

〃 ７ ． ３ ． ２ ７

〃 ７ ． ３ ． ２ ７

７ 年 度債 ８ ． ３ ． ２ ２

〃 ８ ． ３ ． ２ ２

〃 ８ ． ３ ． ２ ２

〃 ８ ． ３ ． ２ ２

〃 ８ ． ３ ． ２ ５

〃 ８ ． ３ ． ２ ５

８ 年 度債 ９ ． ３ ． ２ ５

〃 ９ ． ３ ． ２ ５

〃 ９ ． ３ ． ２ ６

５ ． ３ ． ２ ５

〃

企

業

債

　種　　　　　類 発行年月日
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

〃 ６ ． ３ ． ２ ３

５ ． ３ ． ２ ６
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　　　明　　　　　　細　　　　　　書

円 円  年　　　 ％　　平成

２９．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

３１．　３．２５ 財 務 省 ４ 拡

３３．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

３３．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

３６．　３．　１ 財 務 省 ４ 拡

３４．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

３７．　３．　１ 財 務 省 ４ 拡

３５．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

３５．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

３６．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

３６．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

３６．　３．２０ 金 融 機 構 施 設 整 備

３６．　３．２０ 金 融 機 構 施 設 整 備

３８．　３．　１ 財 務 省 ４ 拡

３８．　３．　１ 財 務 省 施 設 整 備

３９．　３．　１ 財 務 省 ４ 拡

３９．　３．　１ 財 務 省 施 設 整 備

３７．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

３４．　３．２０ 金 融 機 構

３５．　３．２５ 財 務 省

４ 拡金 融 機 構３３．　３．２０

償 還 終 期 借  入  先

４ 拡

未償還残高

４ 拡

備  考発行価額 利　　　率
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発行総額
当年度償還高 償還高累計

　種　　　　　類 発行年月日
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

平成 平成 円 円 円

８ 年 度債 ９ ． ３ ． ２ ６

〃 ９ ． ３ ． ２ ６

〃 ９ ． ３ ． ２ ６

９ 年 度債 １ ０ ． ３ ． ２ ５

〃 １ ０ ． ３ ． ２ ５

〃 １ ０ ． ３ ． ２ ５

〃 １ ０ ． ３ ． ２ ５

〃 １ ０ ． ３ ． ２ ５

〃 １ ０ ． ３ ． ２ ５

１０年度債 １ １ ． ３ ． ２ ４

〃 １ １ ． ３ ． ２ ５

１１年度債 １ ２ ． ３ ． ２ ２

〃 １ ２ ． ３ ． ２ ２

〃 １ ２ ． ３ ． ２ ７

１２年度債 １ ３ ． ３ ． ２ ２

〃 １ ３ ． ３ ． ２ ２

〃 １ ３ ． ３ ． ２ ２

〃 １ ３ ． ３ ． ２ ６

〃 １ ３ ． ３ ． ２ ６

１３年度債 １ ４ ． ３ ． ２ ２

〃 １ ４ ． ３ ． ２ ２

〃 １ ４ ． ３ ． ２ ５

企

業

債
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償 還 終 期 借  入  先未償還残高 備  考発行価額 利　　　率

円 円  年　　　 ％　　平成

３７．　３．２０ 金 融 機 構 施 設 整 備

３７．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

３７．　３．２０ 金 融 機 構 施 設 整 備

４０．　３．　１ 財 務 省 ４ 拡

３８．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

４０．　３．　１ 財 務 省 施 設 整 備

３８．　３．２０ 金 融 機 構 施 設 整 備

３８．　３．２０ 金 融 機 構 ４ 拡

３８．　３．２０ 金 融 機 構 施 設 整 備

３９．　３．２０ 金 融 機 構 配 水 管

４１．　３．　１ 財 務 省 配 水 管

４０．　３．２０ 金 融 機 構 配 水 管

４０．　３．２０ 金 融 機 構 配 水 管

４２．　３．　１ 財 務 省 配 水 管

４１．　３．２０ 金 融 機 構 配 水 管

４１．　３．２０ 金 融 機 構 配 水 管

４１．　３．２０ 金 融 機 構 ５ 拡

４３．　３．　１ 財 務 省 配 水 管

４３．　３．　１ 財 務 省 ５ 拡

４２．　３．２０ 金 融 機 構 配 水 管

４２．　３．２０ 金 融 機 構 配 水 管

４４．　３．　１ 財 務 省 配 水 管
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発行総額
当年度償還高 償還高累計

　種　　　　　類 発行年月日
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

平成 平成 円 円 円

１４年度債 １ ５ ． ３ ． ２ ５

１６年度債 １ ７ ． ３ ． ２ ５

１７年度債 １ ８ ． ３ ． ２ ３

〃 １ ８ ． ３ ． ２ ７

１８年度債 １ ９ ． ３ ． ２ ３

〃 １ ９ ． ３ ． ２ ６

１９年度債 ２ ０ ． ３ ． ２ ５

〃 ２ ０ ． ３ ． ２ ５

２０年度債 ２１． ３． ２５

〃 ２１． ３． ２５

〃 ２１． ３． ３１

２１年度債 ２２． ３． ２５

２２年度債 ２３． ３． ２５

２３年度債 ２３． ９． ２０

〃 ２３． ９． ２０

〃 ２ ４ ． ３ ． ２ ７

２４年度債 ２５． ３． ２５

〃 ２５． ３． ２５

〃 ２５． ３． ２５

〃 ２５． ３． ２５

〃 ２５． ３． ２８

２５年度債 ２６． ３． ２５

企

業

債
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償 還 終 期 借  入  先未償還残高 備  考発行価額 利　　　率

円 円  年　　　 ％　　平成

４５．　３．　１ 財 務 省 ５ 拡

４７．　３．　１ 財 務 省 設 備 改 良

４６．　３．２０ 金 融 機 構
老朽施設等
整 備 事 業

４８．　３．　１ 財 務 省
老朽施設等
整 備 事 業

４７．　３．２０ 金 融 機 構
老朽施設等
整 備 事 業

４９．　３．　１ 財 務 省
老朽施設等
整 備 事 業

５０．　３．　１ 財 務 省
老朽施設等
整 備 事 業

４８．　３．２０ 金 融 機 構
老朽施設等
整 備 事 業

５１．　３．　１ 財 務 省
老朽施設等
整 備 事 業

４９．　３．２０ 金 融 機 構
老朽施設等
整 備 事 業

３２．１１．３０ 銀 行
４ 拡
（ 借 換 債 ）

５２．　３．２０ 金 融 機 構
長期安定化
整 備 事 業

５３．　３．　１ 財 務 省
長期安定化
整 備 事 業

３２．　３．２０ 金 融 機 構
４ 拡
（ 借 換 債 ）

２９．　９．２０ 金 融 機 構
４ 拡
（ 借 換 債 ）

５４．　３．２０ 金 融 機 構
長期安定化
整 備 事 業

２８．１１．３０ 銀 行
４ 拡
（ 借 換 債 ）

３１．　５．３１ 銀 行
４ 拡
（ 借 換 債 ）

３３．１１．３０ 銀 行
４ 拡
（ 借 換 債 ）

２９．１１．３０ 銀 行
４ 拡
（ 借 換 債 ）

５５．　３．２０ 金 融 機 構
長期安定化
整 備 事 業

５６．　３．２０ 金 融 機 構
長期安定化
整 備 事 業
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発行総額
当年度償還高 償還高累計

　種　　　　　類 発行年月日
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

平成 平成 円 円 円

２６年度債 ２ ． ３ ． ２

２７年度債 ２８． ３． ２４

２８年度債 ２９． ３． ３０

企
　
業
　
債

計
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償 還 終 期 借  入  先未償還残高 備  考発行価額 利　　　率

円 円  年　　　 ％　　平成

５７．　３．２０ 金 融 機 構
長期安定化
整 備 事 業

５８．　３．２０ 金 融 機 構
長期安定化
整 備 事 業

５９．　３．２０ 金 融 機 構
長期安定化
整 備 事 業
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決 算 参 考 資 料
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業
務

分
析

２
６
年
度

２
７
年
度

２
８
年
度

１
日

平
均

給
水

量

１
日

最
大

給
水

量

１
日

平
均

給
水

量

１
日

配
水

能
力

１
日

最
大

給
水

量

１
日

配
水

能
力

給
水

収
益

年
間

総
有

収
水

量

年
間

総
給

水
量

導
送

配
水

管
延

長

年
間

総
給

水
量

有
形

固
定

資
産

現
在

給
水

人
口

損
益

勘
定

所
属

職
員

数

年
間

総
有

収
水

量

損
益

勘
定

所
属

職
員

数

営
業

収
益

損
益

勘
定

所
属

職
員

数

経
常

費
用

－
受

託
工

事
費

＋
材

料
売

却
原

価
－

長
期

前
受

金
戻

入

年
間

総
有

収
水

量

職
員

１
人

当
た

り
有

収
水

量

職
員

１
人

当
た

り
営

業
収

益

×
1
0
0

×
1
0
0

×
1
0
0

負
荷

率

施
設

利
用

率

(
人

)
職

員
１

人
当

た
り

給
水

人
口

(
㎥

)

固
定

資
産

使
用

効
率

(
円
/
㎥

)

(
㎥
/
ｍ

)

供
給

単
価

給
水

原
価

配
水

管
使

用
効

率

(
円
/
㎥

)

(
㎥
/
万
円

)

算
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
式

(
％

)

(
％

)

(
％

)

(
千
円

)

水
道

事
業

経
営

指
標

最
大

稼
動

率

項
　
　
　
　
　
目
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経
営

分
析

１
．

収
益

性
(
収
支
の
状
況
)

２
６
年
度

２
７
年
度

２
８
年
度

総
収

益

総
費

用

営
業

収
益

＋
営

業
外

収
益

営
業

費
用

＋
営

業
外

費
用

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

営
業

費
用

－
受

託
工

事
費

累
積

欠
損

金

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

当
年

度
純

損
益

企
業

債
償

還
元

金
対

減
価

償
却

費
比

率

(
１

)
流

動
性

流
動

資
産

流
動

負
債

現
金

預
金

＋
（

未
収

金
貸

倒
引

当
金

）

流
動

負
債

当
座

比
率

酸
性

試
験

比
率

(
％
)

×
1
0
0

３
．

財
務

比
率

流
動

比
率

(
％

)

(
％

)
当

年
度

減
価

償
却

費
－

長
期

前
受

金
戻

入

×
1
0
0

建
設

改
良

の
た

め
の

企
業

債
償

還
元

金

総
資

本
利

益
率

(
％

)
×
1
0
0

期
首

総
資

本
＋

期
末

総
資

本
／

２

２
．

資
産

の
状
態

未
収

金
回

転
率

(
回

)
期

首
未

収
金

＋
期

末
未

収
金

／
２

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

期
首

固
定

資
産

＋
期

末
固

定
資

産
／

２

累
積

欠
損

金
比

率

自
己

資
本

回
転

率
(
回

)

固
定

資
産

回
転

率
(
回

)

不
良

債
務

比
率

(
％

)
×
1
0
0

流
動

負
債

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

た
企

業
債

・
長

期
借

入
金

法
に
基

づ
く

事
業

に
係

る
建

設
事

業
費

等
の

リ
ー

ス
債

務
）

－
流

動
資

産
－

翌
年

度
繰

越
財

源
）

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

期
首

自
己

資
本

＋
期

末
自

己
資

本
／

２

(
％
)

×
1
0
0

営
業

収
支

比
率

(
％
)

×
1
0
0

経
常

収
支

比
率

(
％

)
×
1
0
0

項
　
　
　
　
　
目

算
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
式

総
収

支
比

率
(
％

)
×
1
0
0

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

×
1
0
0
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２
６
年
度

２
７
年
度

２
８
年
度

(
２

)
安

全
性

資
本

金
剰

余
金

評
価

差
額

等
繰

延
収

益

負
債

資
本

合
計
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定

資
産

固
定

資
産
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資
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＋
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産
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債
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目
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率
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収
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道
事
業
経
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指
標
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に
よ
る
。
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(
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1
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産
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決　　　算　　　書
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円 円 円 （うち、仮受消費税及び
地方消費税）

円

円

円

円

　　　　　　額

決 算 額 不 用 額

円 円 円 円 円 円 （うち、仮払消費税
及び地方消費税）

円

円

円

円

円

△ 9,985

備　　　 考

備　　　　　       考決　　算　　額

小　　計

地方公営企業
法第 条第 項
の 規 定 に よ る
繰 越 額

下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

　　額

合　　　　　計

合  　計
地 方 公 営 企 業
法第 条第 項
の 規 定 に よ る
繰 越 額

（１）　収 益 的 収 入 及 び 支 出　

収　　     　   入

　　　　                 予　　　　　　　　　　　　　　   算

円 円 円

第 １ 款 　　

第 １ 項 　　営 業 収 益

第 ２ 項 　　営 業 外 収 益

第 ３ 項 　　特 別 利 益

支　　     　   出

　　　　                 予　　　　　　　　　　　　　　   算

流    用

増 減 額

円 円 円 円 円

第 １ 款

第 １ 項 営 業 費 用

第 ２ 項 営 業 外 費 用

第 ３ 項 特 別 損 失

第 ４ 項 予 備 費 △ 2,000,000

当    初区　　　　　　分

当　　 　  　初

平 成 ２ ８ 年 度 四 條 畷 市

地方公営企業法第 条
第 項 の 規 定 に よ る
支出額に係る財源充当額

下 水 道 事 業 費用

△ 3,415,000

予 算 額 支 出 額

△ 1,351,000

補    正

予 算 額

区　　　　　　分

下 水 道 事 業 収益

予 　 算  　額

補　 　　　　正

予  　算 　 額

予 備 費

△ 10,890,000

地 方 公 営
企 業 法 第 条
第 項の規定に
よ る 支 出 額
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円 円 円 （うち、仮受消費税及び
地方消費税）

円

円

円

円

　　　　　　額

決 算 額 不 用 額

円 円 円 円 円 円 （うち、仮払消費税
及び地方消費税）

円

円

円

円

円

△ 9,985

備　　　 考

備　　　　　       考決　　算　　額

小　　計

地方公営企業
法第 条第 項
の 規 定 に よ る
繰 越 額

下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

　　額

合　　　　　計

合  　計
地 方 公 営 企 業
法第 条第 項
の 規 定 に よ る
繰 越 額
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　　　　額

合　　　　　計

円 円 円 円

円

円

円

円

円

円

　　　　額

決　　算　　額 不　用　額   備　　  考
合　　　　　計

円 円 円 円 円 円 （うち、仮払消費税

及び地方消費税）

円

円

円

円

１０，４１５，９６９円、減債積立金５８，２５１，９０３円、過年度及び当年度分損益勘定留保資金５６７，３９０，６００円、

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

合　　　　　計逓    次

繰 越 額

継 続 費
地方公営企業
法 第 条 の
規 定 に よ る
繰 越 額

備　　　　　       考継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

決　　算　　額
予 算 額 に 比　べ

(うち、特定収入仮払消費
税及び地方消費税)

(うち、仮受消費税及び
地方消費税)

(うち、特定収入仮払消費
税及び地方消費税)

△ 10,000

△ 518,580

△ 111,878,580

決 算 額 の 増　減

(うち、仮受消費税及び
地方消費税等)

(うち、仮受消費税及び
地方消費税)

△ 101,600,000

(うち、仮受消費税及び
地方消費税)

△ 9,750,000

（２）資本的収入及び支出

収　　     　   入

　　　　                 予　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  算

円 円 円 円

 第 １ 款 　

第 １ 項 企 業 債

第 ２ 項 固定資産売却代金

第 ３ 項 分担金及び負担金

第 ４ 項 国 庫 交 付 金

第 ５ 項 出 資 金

支　　     　   出

　　　　                 予　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　算

円 円 円 円 円

第 １ 款 

　　第 １ 項 　　建　 設 　改 　良 　費第 １ 項 建 設 改 良 費

　　第 ２ 項　   企 業 債 償 還 金第 ２ 項 企 業 債 償 還 金

第 ３ 項 予 備 費

当年度利益剰余金処分額３９，４４８，８４６円で補てんした。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額６７５，５０７，３１８円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

当  初

増減額

地方公営企業
法 第 条 の
規 定 に よ る
繰 越 額

△ 892,000資 本 的 支 出

流  用
継 続 費

逓    次

繰 越 額

区　　　　　　　　　　分
小　　計

△ 892,000

予算額 予算額

補  正

区　　　　　　　　　　分

資 本 的 収 入

小　　　　　計
補　 　　　　正

円

地 方 公 営 企 業
法 第 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額 に
係 る 財 源 充 当 額

当　　 　  　初

予 　 算  　額 予  　算 　 額
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　　　　額

合　　　　　計

円 円 円 円

円

円

円

円

円

円

　　　　額

決　　算　　額 不　用　額   備　　  考
合　　　　　計

円 円 円 円 円 円 （うち、仮払消費税

及び地方消費税）

円

円

円

円

１０，４１５，９６９円、減債積立金５８，２５１，９０３円、過年度及び当年度分損益勘定留保資金５６７，３９０，６００円、

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

合　　　　　計逓    次

繰 越 額

継 続 費
地方公営企業
法 第 条 の
規 定 に よ る
繰 越 額

備　　　　　       考継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

決　　算　　額
予 算 額 に 比　べ

(うち、特定収入仮払消費
税及び地方消費税)

(うち、仮受消費税及び
地方消費税)

(うち、特定収入仮払消費
税及び地方消費税)

△ 10,000

△ 518,580

△ 111,878,580

決 算 額 の 増　減

(うち、仮受消費税及び
地方消費税等)

(うち、仮受消費税及び
地方消費税)

△ 101,600,000

(うち、仮受消費税及び
地方消費税)

△ 9,750,000
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円 円 円
営業収益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 の 営 業 収 益

営業費用

管 渠 費

流 域 下 水 道 維 持 管 理 費

処 理 場 費

ポ ン プ 場 費

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営業外収益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

平 成 ２８ 年 度 四 條 畷 市 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書

( 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 ２ ９ 年 ３月 ３ １ 日 ま で )

営 業 損 失
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円 円 円
営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

特別利益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

特別損失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金
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下水道事業剰余金計算書

平成２９年３月３１日まで）

（単位：円）

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

減債
積立金

未処分
利益剰余金

利益剰余金
合計

△ 193,978,374 △ 90,286,430

△ 193,978,374 △ 90,286,430

△ 90,286,430 △ 90,286,430

△ 103,691,944

（繰越利益剰余金）

△ 103,691,944
(取崩後未処分利益剰余金)

△ 103,691,944

（当年度未処分利益剰余金）

資本合計
        資　　　本　　　剰　　　 余　　　金 利　益　剰　余　金

資本合計

剰               余              金

平成２８年度四條畷市

　（平成２８年４月１日から

受贈財産
評価額

国庫補助金 市補助金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

資本金への組入れ

減債積立金の積立

当年度変動額

減債積立金の取崩し

下水道事業負担金の組入れ

出資金の組入れ

当年度純利益

当年度末残高
　
（注）
　１ この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものです。

        資　　　本　　　剰　　　 余　　　金

処分後残高

資　　本　　金

自己資本金

剰               余              金
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下水道事業剰余金計算書

平成２９年３月３１日まで）

（単位：円）

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

減債
積立金

未処分
利益剰余金

利益剰余金
合計

△ 193,978,374 △ 90,286,430

△ 193,978,374 △ 90,286,430

△ 90,286,430 △ 90,286,430

△ 103,691,944

（繰越利益剰余金）

△ 103,691,944
(取崩後未処分利益剰余金)

△ 103,691,944

（当年度未処分利益剰余金）

資本合計
        資　　　本　　　剰　　　 余　　　金 利　益　剰　余　金

資本合計

剰               余              金

平成２８年度四條畷市

　（平成２８年４月１日から

受贈財産
評価額

国庫補助金 市補助金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

資本金への組入れ

減債積立金の積立

当年度変動額

減債積立金の取崩し

下水道事業負担金の組入れ

出資金の組入れ

当年度純利益

当年度末残高
　
（注）
　１ この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものです。

        資　　　本　　　剰　　　 余　　　金

処分後残高

資　　本　　金

自己資本金

剰               余              金
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（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高

条例第２条による処分額 △ 237,755,262

資本金への組入れ △ 103,691,944

減債積立金の積立 △ 134,063,318

（繰越利益剰余金）

処分後残高

（注）  
　１ この計算書における△表記は、減少又は欠損を示すものです。

平成２８年度四條畷市下水道事業剰余金処分計算書
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（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高

条例第２条による処分額 △ 237,755,262

資本金への組入れ △ 103,691,944

減債積立金の積立 △ 134,063,318

（繰越利益剰余金）

処分後残高

（注）  
　１ この計算書における△表記は、減少又は欠損を示すものです。

平成２８年度四條畷市下水道事業剰余金処分計算書
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円 円 円 円

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

資　　産　　の　　部

平 成 ２８ 年 度 四 條 畷 市 下 水 道 事 業 貸 借 対 照 表

( 平成 ２ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 )
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円 円 円 円

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △ 2,423,173

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金

ロ 修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

負　　債　　の　　部
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円 円 円 円

流 動 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

イ 退職給付引当金

ロ 賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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円 円 円 円
資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

ロ 国 庫 補 助 金

ハ 市 補 助 金

ニ その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

          利     益     剰    余    金
繰 越 未 処 分
利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資　　本　　の　　部
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決 算 附 属 書 類
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１　概　　況

（１）　総括事項

　平成２８年度末の処理区域内人口は５５，７６８人で前年度末に比べ２７２人減少し、普及率は９

９．７％で前年度と同率となりました。水洗化人口は５５，０５２人で前年度末に比べ１３６人減少

しましたが、水洗化率は９８．７％で前年度の９８．５％に比べ０．２％上昇しました。また、有収

水量は５，３４７，５２２㎥で前年度に比べ４８，２６２㎥（０．９％）増となりました。

　本年度の営業収益は１，２１２，３３２千円で前年度に比べ４，０３５千円（０．３％）の減とな

りました。このうち下水道使用料は６８１，４８５千円で大型商業施設の開業による増収（開業が１

０月であったことから、前年度は下半期のみの増収効果であった）などにより前年度に比べ１７，７

９９千円（２．７％）の増となりましたが、他会計負担金が５３０，４７７千円と前年度に比べ２

１，６５０千円（３．９％）の減となりました。

　営業外収益は６８４，４８９千円で、前年度に比べ１７，３８６千円（２．５％）の減となりまし

た。

　また、特別利益は、１９，１３１千円で流域下水道維持管理負担金の還付金が増となったことなど

により、前年度に比べ９，９６４千円（１０８．７％）の増となりました。

　以上、事業収益としては１，９１５，９５２千円で、前年度に比べ１１，４５７千円（０．６％）

の減となりました。

　一方、営業費用は１，４５１，７１５千円で減価償却費や流域下水道維持管理負担金や退職給付費

の減などにより、前年度に比べ１５，００９千円（１．０％）の減となりました。

　営業外費用は、３２２，８６９千円で前年度に比べ２９，７３９千円（８．４％）の減となりまし

た。これは、支払利息が３１３，４４５千円で前年度に比べ２９，７６８千円（８．７％）の減と

なったことによります。

　また、特別損失は、７，３０５千円で前年度に比べ２，９２０千円（６６．６％）の増となりまし

た。

　以上、事業費用としては１，７８１，８８９千円で、前年度に比べ４１，８２９千円（２．３％）

の減となりました。

　これらの結果、本年度は１３４，０６３千円の純利益となり、その他未処分利益剰余金変動額の１

０３，６９２千円を加えると、当年度未処分利益剰余金の額は２３７，７５５千円となりました。な

おこの内１０３，６９２千円については、資本金へ組入れ、１３４，０６３千円については、減債積

立金に積み立てることとしております。

　建設改良事業として、管渠整備事業として管渠布設工事等を実施したほか、ポンプ場整備事業及び

流域下水道整備に係る建設負担金の支払を行いました。

平 成 ２ ８ 年 度 四 條 畷 市 下 水 道 事 業 報 告 書
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（２）　議会議決事項

議案第３９号

認定第 ６ 号

議案第４７号

議案第４８号

議案第６２号

議案第５号 平成２９年度四條畷市下水道事業会計予算

議案第１４号 平成２８年度四條畷市下水道事業会計補正予算（第２号）

　 　

（３）　行政官庁認可事項

平成

２８．１０．　７ 大 阪 府 知 事

　

２９．　２．２３ ２９．　３．２３

２８．１２．　１

２８．１２．１５２８．１２．　１

２８．　９．　２

２８．１２．　１ ２８．１２．　１

２８．１２．　１

２８．　９．１５平成２７年度四條畷市下水道事業会計決算の認定について ２８．　９．　２

２８．　９．　２

平成２８年度四條畷市下水道事業会計補正予算（第１号）

大阪広域水道企業団への水道事業統合に伴う関係条例の整
備に関する条例の制定について

四條畷市下水道事業の利益の処分に関する条例の制定につ
いて

平成２７年度四條畷市下水道事業会計未処分利益剰余金の
処分について

議案番号 件　　　　　　　　　名 議決年月日

平成

提出年月日

平成

２９．　２．２３

協議年月日 協　議　先 件　　　　　　　　　名 同意年月日 備考

　　

２９．　２．２３

平成２８年度下水道事業（公共下水道事業他） ２８．１０．３１

起債協議（市第３１０３号）

平成

― 84 ―



（４）　職員に関する事項

   イ　職員数

増 減

人 人 人 人

（　6　） （ ） （ ） （　7　）

   ロ　職員給与費

円 円 円

（注）　１  短時間勤務職員を含む。

（注）　２  手当、退職給付費及び法定福利費には、賞与引当金繰入額、退職給付費引当金繰入額及び

　　  法定福利費引当金繰入額を含む。

（５）下水道使用料その他条件の設定、変更に関する事項

　該当事項なし

退 職 給 付 費

法 定 福 利 費

合 計

△ 6,947,133

課 員

一 人 平 均

区 分 本 年 度 前　　年　　度

給 料

再 任 用 職 員 等

計

本年度末

主 任

副 参 事

課 長

課 長 代 理

主 幹

主 査

前年度末
異 動 の 状 況

局 長

参 事

次 長

区　　　　　　分

管 理 者

△ 466,184

手 当

比 較

(消費税及び地方消費税抜き)

計

（　　　）は再任用職員及び短時間勤務職員を除く
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　２　　工　　　事
　（１）建設工事の概況
 　イ 公共下水道事業

工 事 名 契約金額 着工年月日 竣工年月日 備　　考
円 平成 平成

公共下水道工事第２８－３工区　　（大字上田原）

公共下水道工事第２８－４工区　　（蔀屋新町）

公共下水道工事第２８－５工区　　（岡山東五丁目）

公共下水道工事第２８－６工区　　（南野四丁目）

公共下水道工事第２８－２工区　  （中野本町他）

 　ロ  業　務　委　託
委 託 名 契約金額 着工年月日 竣工年月日 備　　考

円 平成 平成
公共下水道委託第２８－５号　　　（中野本町）

公共下水道委託第２８－２号　　　（中野三丁目）

公共下水道委託第２８－７号　　　（岡山東一丁目）

公共下水道委託第２８－１号　　　（田原台五丁目）

公共下水道委託第２８－３号　　　（大字中野他）

公共下水道委託第２８－９号　　　（市内一円）

公共下水道委託第２８－１０号　　（田原台五丁目）

公共下水道委託第２８－４号　　　（雁屋北町他）

(消費税及び地方消費税込み)

(消費税及び地方消費税込み)
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　２　　工　　　事
　（１）建設工事の概況
 　イ 公共下水道事業

工 事 名 契約金額 着工年月日 竣工年月日 備　　考
円 平成 平成

公共下水道工事第２８－３工区　　（大字上田原）

公共下水道工事第２８－４工区　　（蔀屋新町）

公共下水道工事第２８－５工区　　（岡山東五丁目）

公共下水道工事第２８－６工区　　（南野四丁目）

公共下水道工事第２８－２工区　  （中野本町他）

 　ロ  業　務　委　託
委 託 名 契約金額 着工年月日 竣工年月日 備　　考

円 平成 平成
公共下水道委託第２８－５号　　　（中野本町）

公共下水道委託第２８－２号　　　（中野三丁目）

公共下水道委託第２８－７号　　　（岡山東一丁目）

公共下水道委託第２８－１号　　　（田原台五丁目）

公共下水道委託第２８－３号　　　（大字中野他）

公共下水道委託第２８－９号　　　（市内一円）

公共下水道委託第２８－１０号　　（田原台五丁目）

公共下水道委託第２８－４号　　　（雁屋北町他）

(消費税及び地方消費税込み)

(消費税及び地方消費税込み)

　　　　　　区　　　　　　　　　　　分 本　　年　　度 前　　年　　度

増　 減 比　率(%)

イ 人 口 等 （ 人 △ 270 △ 0.5

（ 人 △ 272 △ 0.5

（ 人 △ 136 △ 0.2

（ ％

（ ％

ロ 公 示 面 積 （

（

（

（ ％

ハ 有 収 水 量 （ ㎥

上 水 道 （ ㎥ △ 2,159

環 境 セ ン タ ー （ ㎥

井 戸 水 等 （ ㎥ △ 121 △ 1.2

そ の 他 （ ㎥

鴻 池 処 理 区 （ ㎥

田 原 処 理 区 （ ㎥

ニ （ ㎥

（ ㎥ △ 419

（ ㎥

（ ㎥ △ 6,189 △ 23.9

（ ㎥ △ 924 △ 20.3

（ ㎥１ 日 平 均 処 理 水 量

内

訳

内
訳

田 原 処 理 場
処 理 水 量

処 理 能 力 １ 日

処 理 水 量

有 収 水 量

不 明 水

１ 日 最 大 処 理 水 量

有 収 水 量

処 理 区 域 内 人 口

全 体 計 画 面 積

行 政 区 域 面 積

処 理 区 域 面 積

面 積 整 備 率

水 洗 化 人 口

比　　　　　　較

普 及 率

水 洗 化 率

３　業　　務

（１）　業務量

総 人 口
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金　 　額 構成比 金　 　額 構成比

円 ％ 円 ％ 円

△15,008,769

管 渠 費 △787,382

流 域 下 水 道
維 持 管 理 費

処 理 場 費 △484,113

ポ ン プ 場 費 △381,021

普 及 促 進 費 △124,301

業 務 費 △2,116,302

総 係 費 △6,332,278

減 価 償 却 費 △13,404,867

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

△29,739,196

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

△29,767,779

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

　　　　　計 △41,828,869

特 別 損 失

(消費税及び地方消費税抜き)

本　年　度 前　年　度

　（３）　事業費に関する事項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

増　　　　減 備　考区　　　分
金　 　額 構成比 金　 　額 構成比

円 ％ 円 ％ 円

△4,035,610

下 水 道 使 用 料

そ の 他 の 営 業 収 益 △21,834,474

△17,386,198

受取利息及び配当金 △10,903

他 会 計 補 助 金 △3,528,000

長 期 前 受 金 戻 入 △12,221,653

雑 収 益 △1,625,642

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

　　　　　計 △11,457,495

　（２）　事業収入に関する事項

(消費税及び地方消費税抜き)

前　年　度本　年　度
増　　　　減 備　考区　　　分

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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金　 　額 構成比 金　 　額 構成比

円 ％ 円 ％ 円

△15,008,769

管 渠 費 △787,382

流 域 下 水 道
維 持 管 理 費

処 理 場 費 △484,113

ポ ン プ 場 費 △381,021

普 及 促 進 費 △124,301

業 務 費 △2,116,302

総 係 費 △6,332,278

減 価 償 却 費 △13,404,867

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

△29,739,196

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

△29,767,779

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

　　　　　計 △41,828,869

特 別 損 失

(消費税及び地方消費税抜き)

本　年　度 前　年　度

　（３）　事業費に関する事項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

増　　　　減 備　考区　　　分
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汚 水 処 理 原 価

経 常 費 用

円 円 円

流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

職 員 給 与 費

減 価 償 却 費

支 払 利 息

修 繕 費

動 力 費

委 託 料

請 負 費

薬 品 費

負 担 金

材 料 費

そ の 他

計

円　　

使 用 料 単 価

差 額

　１ 減価償却費及びその他から長期前受金戻入分を控除している。

　（４）　汚水処理原価構成表

区　　　　　分
有収水量１㎥当たり費用

本　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　　度

（経常費用－
     一般会計負担金等)

(注)
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汚 水 処 理 原 価 汚 水 処 理 原 価

円 円 円 円　　

△ 561,079 △0.17

△ 1,467,992 △0.59

△ 9,578,920 △1.97

△ 1,618,694 △0.33

△ 5,281,547 △1.07

△ 21,637 △0.01

△ 32,785 △0.01

△ 186,875 △0.10

△ 275,157 △0.05

△ 11,995,195 △3.30

円 円　　

有収水量１㎥当たり費用

比　　　　　　　　　　　　　　較

(消費税及び地方消費税抜き)

前　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　　度

有収水量１㎥当たり費用
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４　会　　計

　（１）　重要契約の要旨　（１,０００万円以上）
（消費税及び地方消費税込み）

契約年月日 契約金額 契約の相手方
平成 円

２８．　４．　１ (株)カンキョウ

公共下水道工事第２８－４工区　　 ２８．　６．２０ (株)第一テクノ　関西支店

(蔀屋新町)

公共下水道委託第２８－１号　　 ２８．　６．２０ (株)昭和設計

（田原台五丁目）

公共下水道工事第２８－２工区　　 ２８．１１．２９ (株)孝栄産業

(中野本町他)

　（２）　企業債及び一時借入金の概況

　　 イ　企業債

借　入　先 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円
政 府 資 金

日 本 郵 政 公 社

そ の 他 金 融 機 関

計

　　 ロ　一時借入金

前年度末残高 　　　　　　本年度中における借入残高最高額 本年度末残高

円 円 円

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

契約内容

田原処理場運転管理業務委託
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５ そ　の　他

(１)他会計負担金等の使途について

イ 収益的収入

①他会計負担金

(ア) 雨水処理維持管理負担金

(イ) 雨水企業債利息償還金負担金

(ウ) 雨水減価償却費負担金

　減価償却費に２５４，５０５，０００円(特定収入以外)を充当した。

(エ) 退職給与金他会計負担金

　職員給与費等に ４，６７７，０８７円(特定収入以外)充当した。

②他会計補助金

(ア)下水の規制に要する経費

(イ) 水洗便所改造命令等に要する経費

(ウ) 不明水処理に要する経費

(エ) 高度処理に要する経費

(オ) 汚水企業債利息償還金補助金

(カ) 汚水減価償却費補助金

　減価償却費に１５６，２５１，０００円(特定収入以外)を充当した。

(キ) その他繰入金

③雑収益

(ア) その他雑収益

ロ 資本的収入

①分担金及び負担金

(ア)下水道受益者負担金

(イ) 下水道事業負担金

②国庫交付金

③他会計出資金

(２)消費税及び地方消費税について

本年度の消費税及び地方消費税納付額は、２３，０９９，５００円である。

　維持管理費(課税仕入れ)に９３，８９８，０１７円(特定収入)、職員給与費等に１４，０８
８，９８３円(特定収入以外)をそれぞれ充当した。

　利子償還金に１６３，３０８，０００円(特定収入以外)を充当した。

　職員給与費等に７９６，０００円(特定収入以外)充当した。

　職員給与費等（通勤手当を除く）に９５６，５０７円(特定収入以外)、通勤手当(課税仕入
　れ)に２７，４９３円(特定収入)をそれぞれ充当した。

　維持管理費(課税仕入れ)に８５，０００円(特定収入)を充当した。

　利子償還金等に１，４７２，９９５円　(特定収入以外)を充当した。

　自己資本金に１８，８０８，９２０円を充当した。

　管渠布設工事等の建設費用(課税仕入れ)に１，９８０，５００円(特定収入)を充当した。

　維持管理費(課税仕入れ)に２６，７１０，７０３円(特定収入)、職員給与費等に６３，２９
　７円(特定収入以外)をそれぞれ充当した。

　維持管理費(課税仕入れ)に５，０１８，０００円(特定収入)を充当した。

　利子償還金に６２，５０２，０００円(特定収入以外)を充当した。

　管渠布設工事等の建設費用(課税仕入れ)に２９，３５０，０００円(特定収入)を充当した。

　自己資本金に１２０，０００，０００円を充当した。
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（単位：円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

引当金の増減額

貸倒引当金の増減 △347,325

長期前受金戻入額 △430,417,422

受取利息 △769

支払利息及び企業債取扱諸費

業務活動に伴う未収金の増減額

業務活動に伴う未払金の増減額 △9,029,622

その他（上記以外のもの） △3,377

小計

利息の受取額

利息の支払額 △313,444,546

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得による支出 △187,406,097

国庫補助金等による収入

投資活動に伴う未収金等の増減額 △10,423,478

投資活動に伴う未払金等の増減額

投資活動によるキャッシュ・フロー △149,069,704

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,646,005,122

出資等による収納

財務活動によるキャッシュ・フロー △506,696,202

資金増減額

資金期首残高

資金期末残高

平成28年度四條畷市下水道事業キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）
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（単位：円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

引当金の増減額

貸倒引当金の増減 △347,325

長期前受金戻入額 △430,417,422

受取利息 △769

支払利息及び企業債取扱諸費

業務活動に伴う未収金の増減額

業務活動に伴う未払金の増減額 △9,029,622

その他（上記以外のもの） △3,377

小計

利息の受取額

利息の支払額 △313,444,546

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得による支出 △187,406,097

国庫補助金等による収入

投資活動に伴う未収金等の増減額 △10,423,478

投資活動に伴う未払金等の増減額

投資活動によるキャッシュ・フロー △149,069,704

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,646,005,122

出資等による収納

財務活動によるキャッシュ・フロー △506,696,202

資金増減額

資金期首残高

資金期末残高

平成28年度四條畷市下水道事業キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産

　　　　定額法を採用している。

　　②無形固定資産

　　　　定額法を採用している。

　（３）引当金の計上方法

　　①貸倒引当金

　　　　債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等については回収の可能性を検討

　　　し、回収不能見積額を計上している。

　　②退職給付引当金

      　職員の退職給付費の支給に備えるため、当年度末における退職給付金の要支給

　　　額に相当する金額を簡便法により計上している。

　　　　なお、「職員の退職手当に係る取扱いに関する協定書」に基づき、一般会計が

　　　負担すると見込まれる金額を除き、下水道事業会計が負担すると見込まれる金額

　　　を計上している。（水道事業とは、平成28年度で精算済み）

　　③賞与等引当金

      　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備え

　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

　　　月から３月までの４か月分）を計上している。

　（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　

　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２　　　るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

２　貸借対照表等関連の注記

　（１）企業債の償還に係る他会計の負担

      　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年

　　　以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額

　　　は8,255,731千円（減価償却費に充当している。）である。

重要な会計方針及び財務諸表注記

　　　　　先入先出法による原価法を採用している。
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　（２）引当金の取崩し

　　①貸倒引当金の取崩し

      　平成28年度において、不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金748,600円

　　　を取崩した。

　　②退職給付引当金の取崩し

      　平成28年度において、退職給付の支払いに係るものとして、退職給付引当金

　　　2,712,675円を取崩した。

　　③賞与等引当金の取崩し

      　平成28年度において、平成28年6月支給の期末手当及び勤勉手当の支給及びこ

　　　れに係る法定福利費の支払いの一部として、賞与等引当金3,909,410円を取崩し

　　　た。

３　リース契約関連の注記

     リース会計に係る特例措置

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

　　方法に準じた会計処理によっている。

４　その他の注記

      修繕引当金に関する経過措置

　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の

　　例により取り崩すこととする。
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　（２）引当金の取崩し

　　①貸倒引当金の取崩し

      　平成28年度において、不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金748,600円

　　　を取崩した。

　　②退職給付引当金の取崩し

      　平成28年度において、退職給付の支払いに係るものとして、退職給付引当金

　　　2,712,675円を取崩した。

　　③賞与等引当金の取崩し

      　平成28年度において、平成28年6月支給の期末手当及び勤勉手当の支給及びこ

　　　れに係る法定福利費の支払いの一部として、賞与等引当金3,909,410円を取崩し

　　　た。

３　リース契約関連の注記

     リース会計に係る特例措置

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

　　方法に準じた会計処理によっている。

４　その他の注記

      修繕引当金に関する経過措置

　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の

　　例により取り崩すこととする。
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款 項 節 金　　　額

円

下 水 道 使 用 料

手 数 料

他 会 計 負 担 金

預 金 利 息

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入

貸倒引当金取り崩しに係る消費

税等収益化35,647円

その他特別利益

収　　益　　費　　用　　明　　細　　書

（消費税及び地方消費税抜き）

目

下 水 道 事 業 収 益

備　　　考

収　　　益

特 別 利 益

そ の 他 の 営 業 収 益

そ の 他 特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 雑 収 益

過年度損益修正益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 収 益
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款 項 節 金　　　額

円

給 料 予 算 額 7,475,000円

報 酬 予 算 額 39,000円

手 当 予 算 額 4,259,000円

賞与引当金繰入額 予 算 額 985,000円

法 定 福 利 費 予 算 額 2,917,000円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 予 算 額 214,000円

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

委 託 料

動 力 費

材 料 費

請 負 費

保 険 料

公 課 費

負 担 金

給 料 予 算 額 2,059,000円

手 当 予 算 額 585,000円

賞与引当金繰入額 予 算 額 131,000円

法 定 福 利 費 予 算 額 464,000円

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

修 繕 費

流域下水道維持管理費

処 理 場 費

費　　　用

営 業 費 用

下 水 道 事 業 費 用

目

管 渠 費

（消費税及び地方消費税抜き）

備　　　考
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款 項 節 金　　　額

円

委 託 料

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

燃 料 費

光 熱 水 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

報 酬 予 算 額 94,000円

備 消 品 費

補 償 費

補 助 交 付 金

備 消 品 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

賃 借 料

報 償 費

負 担 金

給 料 予 算 額 12,260,000円

手 当 予 算 額 7,427,000円

賞与引当金繰入額 予 算 額 1,710,000円

総 係 費

備　　　考

修 繕 費

ポ ン プ 場 費

目

普 及 促 進 費

業 務 費
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款 項 節 金　　　額

円

法 定 福 利 費 予 算 額 4,696,000円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額 予 算 額 338,000円

旅 費

被 服 費

備 消 品 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

研 修 費

厚 生 費

会 費 負 担 金

負 担 金

保 険 料

退 職 給 付
引 当 金 繰 入 額

予 算 額
引 当 額

7,701,000円
7,697,398円

貸倒引当金繰入額 引 当 額 401,275円

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

固 定 資 産
除 却 費
た な 卸 資 産
減 耗 費

雑 支 出

企 業 債 利 息

一時借入金利息

3条特定収入分等
9,417,758円

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

備　　　考

企 業 債 取 扱 諸 費

そ の 他 営 業 費 用

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支 払 利 息 及 び

営 業 外 費 用

目
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款 項 節 金　　　額

円

企 業 債

下 水 道
受 益 者 負 担 金
下 水 道 事 業 費
負 担 金

国 庫 交 付 金

他 会 計 出 資 金

出 資 金

他 会 計 出 資 金

備　　　考

資 本 的 収 入

国 庫 交 付 金

収　　　入

（消費税及び地方消費税抜き）

国 庫 交 付 金

資　　本　　収　　支　　明　　細　　書

分 担 金 及 び 負 担 金

企 業 債

負 担 金

企 業 債

目

款 項 節 金　　　額

円

その他特別損失 一般会計への返還金

予 備 費

予 備 費

過年度損益修正損

過 年 度 損 益 修 正 損

目 備　　　考

特 別 損 失

予 備 費

そ の 他 特 別 損 失
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款 項 節 金　　　額

円

企 業 債

下 水 道
受 益 者 負 担 金
下 水 道 事 業 費
負 担 金

国 庫 交 付 金

他 会 計 出 資 金

出 資 金

他 会 計 出 資 金

備　　　考

資 本 的 収 入

国 庫 交 付 金

収　　　入

（消費税及び地方消費税抜き）

国 庫 交 付 金

資　　本　　収　　支　　明　　細　　書

分 担 金 及 び 負 担 金

企 業 債

負 担 金

企 業 債

目
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款 項 節 金　　　額 金　　　額

予 備 費

目 備　　　考

予 備 費

予 備 費

款 項 節 金　　　額 金　　　額

円

給 料 予 算 額 8,654,000円

手 当 予 算 額 7,293,000円

法 定 福 利 費 予 算 額 3,608,000円

賃 金

旅 費

備 消 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

賃 借 料

修 繕 費

工 事 費

負 担 金

補 償 費

保 険 料

公 課 費

ポンプ場整備費

建 設 負 担 金

企 業 債 償 還 金

備　　　考目

支　　　出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

管 渠 整 備 費

（消費税及び地方消費税抜き）

建 設 負 担 金

企 業 債 償 還 金

企 業 債 償 還 金

ポ ン プ 場 整 備 費
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款 項 節 金　　　額 金　　　額

予 備 費

目 備　　　考

予 備 費

予 備 費
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固　　　定　　　資　　　産

土　　　　　　　　　　　地

建　　　　　　　　　　　物

ポ ン プ 場 用 建 物

処 理 場 用 建 物

構　　　　　築　　　　 物

機  械  及  び  装  置

ポ ン プ 設 備

処 理 場 機 械 設 備

そ の 他 機 械 装 置

車   両    運    搬   具

工 具 器 具 及 び 備 品

建　 設 　 仮 　勘 　定

　　　　　　計

　（２）　無形固定資産明細書

資 産 の 種 類 当 年 度 増 加 額

　（１）　有形固定資産明細書

年 度 当 初 の現 在高 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額

施  設  利  用  権

資 産 の 種 類
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　　明　　　細　　　書

（単位：円）

　　　　　　　　減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

年度末償却未済高 備　　　考

（単位：円）

備　　　考

累　　計当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額

当 年 度 減 価 償 却 高 年 度 末 現 在 高
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企　　　　　　業　　　　　　債

発行総額
当年度償還高 償還高累計

昭和 昭和 円 円 円

６１年度債 ６２． ５． ３ ０

〃 ６２． ８． １ ０

６２年度債 ６３． ５． ２ ６

〃 ６３． ５． ２ ６

平成

〃 元 ． ３ ． ２ ７

６３年度債 元 ． ５ ． ２ ６

〃 元 ． ５ ． ２ ６

〃 元 ． ５ ． ２ ９

〃 元 ． ５ ． ２ ９

〃 元 ． ５ ． ２ ９

平成

３年度債 ５． ３． ２５

４年度債 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

５年度債 ６． ５． ２７

〃 ６． ５． ２７

　種　　　　　類 発行年月日
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

企

業

債
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　　　明　　　　　　細　　　　　　書

円 円  年　　　 ％　　平成

２９．　３．２５ 財 務 省 公 共 下 水 道

２９．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

３０．　３．２５ 財 務 省 公 共 下 水 道

３０．　３．２５ 財 務 省
特定環境保全
公 共 下 水 道

３１．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

３１．　３．２５ 財 務 省 公 共 下 水 道

３１．　３．２５ 財 務 省
特定環境保全
公 共 下 水 道

２９．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

２９．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

２９．　３．２０ 金 融 機 構
特定環境保全
公 共 下 水 道

３５．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

３５．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

３５．　３．２５ 財 務 省 公 共 下 水 道

３５．　３．２５ 財 務 省
特定環境保全
公 共 下 水 道

３３．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

３３．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３３．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３３．　３．２０ 金 融 機 構
特定環境保全
公 共 下 水 道

３３．　３．２０ 金 融 機 構
特定環境保全
公 共 下 水 道

３６．　３．２５ 財 務 省 公 共 下 水 道

３６．　３．２５ 財 務 省
特定環境保全
公 共 下 水 道

償 還 終 期利　　　率未償還残高 備  考発行価額 借  入  先

企　　　　　　業　　　　　　債

発行総額
当年度償還高 償還高累計

昭和 昭和 円 円 円

６１年度債 ６２． ５． ３ ０

〃 ６２． ８． １ ０

６２年度債 ６３． ５． ２ ６

〃 ６３． ５． ２ ６

平成

〃 元 ． ３ ． ２ ７

６３年度債 元 ． ５ ． ２ ６

〃 元 ． ５ ． ２ ６

〃 元 ． ５ ． ２ ９

〃 元 ． ５ ． ２ ９

〃 元 ． ５ ． ２ ９

平成

３年度債 ５． ３． ２５

４年度債 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

〃 ５． ５． ２８

５年度債 ６． ５． ２７

〃 ６． ５． ２７

　種　　　　　類 発行年月日
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

企

業

債
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発行総額
当年度償還高 償還高累計

平成 平成 円 円 円

５年度債 ６． ５． ３０

〃 ６． ５． ３０

〃 ６． ５． ３０

〃 ６．１２．２０

〃 ７． ３． ２７

６年度債 ７． ５． ２６

〃 ７． ５． ３０

〃 ７． ５． ３０

〃 ７． ５． ３０

〃 ７． ９． ２５

７年度債 ８． ５． １６

〃 ８． ５． １６

〃 ８． ５． １６

〃 ８． ５． ２７

〃 ８．１１．１１

８年度債 ９． ５． ２６

〃 ９． ５． ３０

〃 ９． ５． ３０

〃 ９． ５． ３０

〃 ９．１１．１０

９年度債 １０． ５． ２ ５

〃 １０． ５． ２ ５

〃 １０． ５． ２ ８

〃 １０． ５． ２ ８

〃 １０． ５． ２ ８

１０年度債 １１． ５． ２ ５

〃 １１． ５． ２ ８

　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

企

業

債

　種　　　　　類 発行年月日
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円 円  年　　　 ％　　平成

３４．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

３４．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３４．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３６．　９．２５ 財 務 省 公 共 下 水 道

３７．　３．　１ 財 務 省 流 域 下 水 道

３７．　３．２５ 財 務 省 公 共 下 水 道

３５．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

３５．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３５．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３７．　９．　１ 財 務 省 流 域 下 水 道

３６．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

３６．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３６．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３８．　３．２５ 財 務 省 公 共 下 水 道

３８．　９．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

３９．　３．２５ 財 務 省 公 共 下 水 道

３７．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

３７．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３７．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３９．　９．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

４０．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

４０．　３．２５ 財 務 省 公 共 下 水 道

３８．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

３８．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３８．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

４１．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

３９．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

償 還 終 期 借  入  先 備  考発行価額 利　　　率未償還残高発行総額
当年度償還高 償還高累計

平成 平成 円 円 円

５年度債 ６． ５． ３０

〃 ６． ５． ３０

〃 ６． ５． ３０

〃 ６．１２．２０

〃 ７． ３． ２７

６年度債 ７． ５． ２６

〃 ７． ５． ３０

〃 ７． ５． ３０

〃 ７． ５． ３０

〃 ７． ９． ２５

７年度債 ８． ５． １６

〃 ８． ５． １６

〃 ８． ５． １６

〃 ８． ５． ２７

〃 ８．１１．１１

８年度債 ９． ５． ２６

〃 ９． ５． ３０

〃 ９． ５． ３０

〃 ９． ５． ３０

〃 ９．１１．１０

９年度債 １０． ５． ２ ５

〃 １０． ５． ２ ５

〃 １０． ５． ２ ８

〃 １０． ５． ２ ８

〃 １０． ５． ２ ８

１０年度債 １１． ５． ２ ５

〃 １１． ５． ２ ８

　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

企

業

債

　種　　　　　類 発行年月日
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発行総額
当年度償還高 償還高累計

平成 平成 円 円 円

１０年度債 １１． ５． ２ ８

〃 １１． ５． ２ ８

〃 １２． ３． ３ １

１１年度債 １２． ５． ２ ６

〃 １２． ５． ３ ０

〃 １２． ５． ３ ０

〃 １２．１０．３１

１２年度債 １３． ５． ２ ５

〃 １３． ５． ３ ０

〃 １３． ５． ３ ０

〃 １３． ７． ３ １

１３年度債 １４． ５． ２ ７

〃 １４． ５． ２ ７

〃 １４． ５． ３ ０

〃 １４． ５． ３ ０

〃 １４． ５． ３ ０

〃 １４． ７． １ ５

１４年度債 １５． ５． ２ ３

〃 １５． ５． ２ ６

〃 １５． ５． ２ ９

〃 １５． ５． ２ ９

１５年度債 １６． ５． ２ ５

〃 １６． ５． ２ ７

〃 １６． ５． ２ ８

〃 １６． ５． ２ ８

１６年度債 １７． ５． ２ ７

〃 １７． ５． ２ ７

　種　　　　　類
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

発行年月日

企

業

債
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円 円  年　　　 ％　　平成

３９．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３９．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

４２．　３．３１ 日本郵政公社 公 共 下 水 道

４２．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

４０．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

４０．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

４２．　９．３０ 日本郵政公社 公 共 下 水 道

４３．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

４１．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

４１．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

４３．　３．３１ 日本郵政公社 公 共 下 水 道

４４．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

４４．　３．２５ 財 務 省
特定環境保全
公 共 下 水 道

４２．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

４２．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

４２．　３．２０ 金 融 機 構
特定環境保全
公 共 下 水 道

４４．　３．３１ 日本郵政公社 公 共 下 水 道

４５．　３．３１ 日本郵政公社 公 共 下 水 道

４５．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

４３．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

４３．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

４６．　３．３１ 日本郵政公社 公 共 下 水 道

４６．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

４４．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

４４．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

４７．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

４５．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

備  考借  入  先償 還 終 期利　　　率未償還残高 発行価額発行総額
当年度償還高 償還高累計

平成 平成 円 円 円

１０年度債 １１． ５． ２ ８

〃 １１． ５． ２ ８

〃 １２． ３． ３ １

１１年度債 １２． ５． ２ ６

〃 １２． ５． ３ ０

〃 １２． ５． ３ ０

〃 １２．１０．３１

１２年度債 １３． ５． ２ ５

〃 １３． ５． ３ ０

〃 １３． ５． ３ ０

〃 １３． ７． ３ １

１３年度債 １４． ５． ２ ７

〃 １４． ５． ２ ７

〃 １４． ５． ３ ０

〃 １４． ５． ３ ０

〃 １４． ５． ３ ０

〃 １４． ７． １ ５

１４年度債 １５． ５． ２ ３

〃 １５． ５． ２ ６

〃 １５． ５． ２ ９

〃 １５． ５． ２ ９

１５年度債 １６． ５． ２ ５

〃 １６． ５． ２ ７

〃 １６． ５． ２ ８

〃 １６． ５． ２ ８

１６年度債 １７． ５． ２ ７

〃 １７． ５． ２ ７

　種　　　　　類
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

発行年月日

企

業

債

― 113 ―

下
水
道
事
業
会
計



発行総額
当年度償還高 償還高累計

平成 平成 円 円 円

１６年度債 １７． ５． ２ ７

〃 １７． ５． ３ ０

１７年度債 １７． ７． ２ ９

〃 １７． ７． ２ ９

〃 １８． ５． ２ ６

〃 １８． ５． ３ ０

〃 １８． ５． ３ ０

〃 １９． ２． ２ ８

〃 １９． ２． ２ ８

１８年度債 １８． ７． ２ ８

〃 １９． ５． ２ ５

〃 １９． ５． ２ ８

〃 １９． ５． ３ ０

〃 １９． ５． ３ ０

１９年度債 ２０． ３． ３ １

〃 ２０． ５． ２ ７

〃 ２０． ５． ２ ９

〃 ２０． ５． ２ ９

〃 ２０． ６． ２ ５

〃 ２０． ６． ２ ７

２０年度債 ２１． ３． ２ ５

〃 ２１． ３． ２ ５

〃 ２１． ３． ３ １

２１年度債 ２２． ３． ２ ５

〃 ２２． ３． ２ ５

２２年度債 ２３． ３． ２ ２

〃 ２３． ３． ２ ２

　種　　　　　類 発行年月日
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

企

業

債
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円 円  年　　　 ％　　平成

４５．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

４７．　３．３１ 日本郵政公社 公 共 下 水 道

３１．　３．２０ 金 融 機 構
特 定 環 境 保 全 公 共

下 水 道 借 換 債

３２．　３．２０ 金 融 機 構
特 定 環 境 保 全 公 共

下 水 道 借 換 債

４８．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

４６．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

４６．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

４８．　９．３０ 日本郵政公社 公 共 下 水 道

４６．　９．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３１．　３．２０ 金 融 機 構
特 定 環 境 保 全 公 共

下 水 道 借 換 債

４９．　３．３１ 日本郵政公社 公 共 下 水 道

４９．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

４７．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

４７．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

２９．１１．３０ 銀 行
流 域 下 水 道
（ 借 換 債 ）

５０．　３．２５ 財 務 省 流 域 下 水 道

４８．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

４８．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

５０．　３．２５ 財 務 省 公 共 下 水 道

４８．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

４９．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

４９．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３０．１１．３０ 銀 行 流域・公共下水道

５２．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

５２．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３０．　３．２０ 金 融 機 構
流 域 下 水 道

借 換 債

３０．　３．２０ 金 融 機 構
公 共 下 水 道

借 換 債

償 還 終 期 備  考未償還残高 発行価額 利　　　率 借  入  先発行総額
当年度償還高 償還高累計

平成 平成 円 円 円

１６年度債 １７． ５． ２ ７

〃 １７． ５． ３ ０

１７年度債 １７． ７． ２ ９

〃 １７． ７． ２ ９

〃 １８． ５． ２ ６

〃 １８． ５． ３ ０

〃 １８． ５． ３ ０

〃 １９． ２． ２ ８

〃 １９． ２． ２ ８

１８年度債 １８． ７． ２ ８

〃 １９． ５． ２ ５

〃 １９． ５． ２ ８

〃 １９． ５． ３ ０

〃 １９． ５． ３ ０

１９年度債 ２０． ３． ３ １

〃 ２０． ５． ２ ７

〃 ２０． ５． ２ ９

〃 ２０． ５． ２ ９

〃 ２０． ６． ２ ５

〃 ２０． ６． ２ ７

２０年度債 ２１． ３． ２ ５

〃 ２１． ３． ２ ５

〃 ２１． ３． ３ １

２１年度債 ２２． ３． ２ ５

〃 ２２． ３． ２ ５

２２年度債 ２３． ３． ２ ２

〃 ２３． ３． ２ ２

　種　　　　　類 発行年月日
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

企

業

債
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発行総額
当年度償還高 償還高累計

平成 平成 円 円 円

２２年度債 ２３． ３． ２ ２

〃 ２３． ３． ２ ２

〃 ２３． ３． ２ ４

〃 ２３． ３． ２ ４

〃 ２３． ３． ２ ５

２３年度債 ２３． ９． ２ ０

〃 ２３． ９． ２ ０

〃 ２３． ９． ２ ０

〃 ２３． ９． ２ ０

〃 ２３． ９． ２ ０

〃 ２４． ３． ２ ６

〃 ２４． ３． ２ ６

〃 ２４． ３． ２ ６

２４年度債 ２ ５ ． ３ ２ ５

〃 ２ ５ ． ３ ２ ５

〃 ２ ５ ． ３ ２ ８

〃 ２ ５ ． ３ ２ ８

〃 ２ ６ ． ３ ２ ５

２５年度債 ２ ６ ． ３ ２ ５

〃 ２ ６ ． ３ ２ ５

〃 ２ ６ ． ３ ２ ５

〃 ２ ６ ． ３ ２ ７

２６年度債 ２ ７ ． ３ ２ ４

〃 ２ ７ ． ３ ２ ４

２７年度債 ２ ８ ． ３ ２ ４

〃 ２ ８ ． ３ ２ ４

２８年度債 ２ ９ ． ３ ２ ３

企

業

債

　種　　　　　類 発行年月日
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　
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発行総額
当年度償還高 償還高累計

平成 平成 円 円 円

２２年度債 ２３． ３． ２ ２

〃 ２３． ３． ２ ２

〃 ２３． ３． ２ ４

〃 ２３． ３． ２ ４

〃 ２３． ３． ２ ５

２３年度債 ２３． ９． ２ ０

〃 ２３． ９． ２ ０

〃 ２３． ９． ２ ０

〃 ２３． ９． ２ ０

〃 ２３． ９． ２ ０

〃 ２４． ３． ２ ６

〃 ２４． ３． ２ ６

〃 ２４． ３． ２ ６

２４年度債 ２ ５ ． ３ ２ ５

〃 ２ ５ ． ３ ２ ５

〃 ２ ５ ． ３ ２ ８

〃 ２ ５ ． ３ ２ ８

〃 ２ ６ ． ３ ２ ５

２５年度債 ２ ６ ． ３ ２ ５

〃 ２ ６ ． ３ ２ ５

〃 ２ ６ ． ３ ２ ５

〃 ２ ６ ． ３ ２ ７

２６年度債 ２ ７ ． ３ ２ ４

〃 ２ ７ ． ３ ２ ４

２７年度債 ２ ８ ． ３ ２ ４

〃 ２ ８ ． ３ ２ ４

２８年度債 ２ ９ ． ３ ２ ３

企

業

債

　種　　　　　類 発行年月日
　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

円 円  年　　　 ％　　平成

３１．　３．２０ 金 融 機 構
公 共 下 水 道

借 換 債

３１．　３．２０ 金 融 機 構
特 定 環 境 保 全 公 共

下 水 道 借 換 債

５３．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

５３．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

３２．１１．３０ 銀 行
流域 ・公 共・ 特定
環 境 保 全 公 共
下水 道（ 借換 債）

３２．　３．２０ 金 融 機 構
流 域 下 水 道
（ 借 換 債 ）

３２．　３．２０ 金 融 機 構
公 共 下 水 道
（ 借 換 債 ）

３２．　３．２０ 金 融 機 構
公 共 下 水 道
（ 借 換 債 ）

３２．　３．２０ 金 融 機 構
特 定 環 境 保 全 公 共

下 水 道 借 換 債

３２．　３．２０ 金 融 機 構
特 定 環 境 保 全 公 共

下 水 道 借 換 債

５４．　３．　１ 財 務 省 公 共 下 水 道

５４．　３．　１ 財 務 省 流 域 下 水 道

３１．１１．３０ 銀 行
公 共 ・ 特 定 環 境
保 全 公 共 下 水 道
（ 借 換 債 ）

３０．１１．３０ 銀 行
流 域 下 水 道
（ 借 換 債 ）

３３．１１．３０ 銀 行
公 共 ・ 特 定 環 境
保 全 公 共 下 水 道
（ 借 換 債 ）

５５．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

５５．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

５６．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

４１．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

５６．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

５６．　３．２０ 金 融 機 構 流 域 下 水 道

４１．　３．２０ 金 融 機 構
特定環境保全
公 共 下 水 道

５７．　３．２０ 金 融 機 構 流域・公共下水道

４２．　３．２０ 金 融 機 構
特定環境保全
公 共 下 水 道

５８．　３．２０ 金 融 機 構 流域・公共下水道

４３．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

５９．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

償 還 終 期利　　　率 借  入  先 備  考未償還残高 発行価額
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発行総額
当年度償還高 償還高累計

平成 平成 円 円 円

２８年度債 ２ ９ ． ３ ２ ３

１７年度債 １８． ５． ３ １

〃 １８． ５． ３ １

１８年度債 １９． ３． ３ ０

〃 １９． ３． ３ ０

〃 １９． ３． ３ ０

１９年度債 ２０． ３． ３ １

〃 ２０． ５． ３ ０

２０年度債 ２１． ３． ３ １

２１年度債 ２２． ３． ２ ３

２２年度債 ２３． ３． ２ ２

２３年度債 ２４． ３． ２ ６

２４年度債 ２ ５ ． ３ ２ ５

〃 ２ ５ ． ３ ２ ５

２５年度債 ２ ６ ． ３ ２ ５

〃 ２ ６ ． ３ ２ ５

２６年度債 ２ ７ ． ３ ２ ４

〃 ２ ７ ． ３ ２ ４

〃 ２ ７ ． ３ ２ ４

２７年度債 ２ ８ ． ３ ２ ４

２８年度債 ２ ８ ． ５ ３ １

〃 ２ ８ ． １ １ ３ ０

〃 ２ ９ ． ３ ２ ７

〃 ２ ９ ． ３ ２ ７

発行年月日　種　　　　　類

企

業

債

（

資

本

費

平

準

化

債

）

企
業
債

　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

計
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発行総額
当年度償還高 償還高累計

平成 平成 円 円 円

２８年度債 ２ ９ ． ３ ２ ３

１７年度債 １８． ５． ３ １

〃 １８． ５． ３ １

１８年度債 １９． ３． ３ ０

〃 １９． ３． ３ ０

〃 １９． ３． ３ ０

１９年度債 ２０． ３． ３ １

〃 ２０． ５． ３ ０

２０年度債 ２１． ３． ３ １

２１年度債 ２２． ３． ２ ３

２２年度債 ２３． ３． ２ ２

２３年度債 ２４． ３． ２ ６

２４年度債 ２ ５ ． ３ ２ ５

〃 ２ ５ ． ３ ２ ５

２５年度債 ２ ６ ． ３ ２ ５

〃 ２ ６ ． ３ ２ ５

２６年度債 ２ ７ ． ３ ２ ４

〃 ２ ７ ． ３ ２ ４

〃 ２ ７ ． ３ ２ ４

２７年度債 ２ ８ ． ３ ２ ４

２８年度債 ２ ８ ． ５ ３ １

〃 ２ ８ ． １ １ ３ ０

〃 ２ ９ ． ３ ２ ７

〃 ２ ９ ． ３ ２ ７

発行年月日　種　　　　　類

企

業

債

（

資

本

費

平

準

化

債

）

企
業
債

　　　　償　　　　　還　　　　　　高　　　　

計

円 円  年　　　 ％　　平成

４４．　３．２０ 金 融 機 構 公 共 下 水 道

２８．　５．３１ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

２８．　５．３１ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

２８．１１．３０ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

２８．１１．３０ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

２８．１１．３０ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

２９．１１．３０ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

３０．　５．３１ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

３０．１１．３０ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

３１．１１．３０ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

３２．１１．３０ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

４４．　３．　１ 財 務 省
資 本 費
平 準 化 債 等

４５．　３．　１ 財 務 省
資 本 費
平 準 化 債 等

４５．　３．　１ 財 務 省
資 本 費
平 準 化 債 等

４６．　３．２０ 金 融 機 構
資 本 費
平 準 化 債 等

４６．　３．２０ 金 融 機 構
資 本 費
平 準 化 債 等

３６．１１．３０ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

３６．１１．３０ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

３６．１１．３０ 銀 行
資 本 費
平 準 化 債 等

４８．　３．２０ 金 融 機 構
資 本 費
平 準 化 債 等

３８．　５．２９ 銀 行
資本費平準化
債等（借換債）

３８．１１．３０ 銀 行
資本費平準化
債等（借換債）

４９．　３．　１ 財 務 省
資 本 費
平 準 化 債 等

４９．　３．　１ 財 務 省
資 本 費
平 準 化 債 等

備  考未償還残高 発行価額 利　　　率 償 還 終 期 借  入  先
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決 算 参 考 資 料
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１
 
事

業
の
概
要

２
６
年
度

２
７
年
度

２
８
年
度

現
在

処
理

区
域

内
人

口

行
政

区
域

内
人

口

現
在

処
理

区
域

内
人

口

全
体

計
画

人
口

現
在

処
理

区
域

内
人

口

現
在

処
理

区
域

面
積

２
 
施

設
の
効
率
性

１
日

平
均

処
理

水
量

１
日

処
理

能
力

年
間

有
収

水
量

年
間

汚
水

処
理

水
量

現
在

水
洗

便
所

設
置

済
人

口

現
在

処
理

区
域

内
人

口

下
水

道
事

業
経

営
指

標

項
　
　
　
　
　
目

算
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
式

普
及

率
(
％

)
×
1
0
0

進
捗

率
(
％

)
×
1
0
0

一
般

家
庭

用
使

用
料

ヶ
月

㎥
当

た
り

、
税

込
（
円

)

処
理

区
域

内
人

口
密

度
(
人

/
h
a
)

施
設

利
用

率
（

田
原

処
理

場
）

(
％

)
×
1
0
0

有
収

率
(
％

)
×
1
0
0

水
洗

化
率

(
％

)
×
1
0
0
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３
 
経

営
の

効
率
性

２
６
年
度

２
７
年
度

２
８
年
度

使
用

料
収

入

年
間

有
収

水
量

汚
水

処
理

費

年
間

有
収

水
量

汚
水

処
理

費
維

持
管

理
費

年
間

有
収

水
量

汚
水

処
理

費
資

本
費

年
間

有
収

水
量

使
用

料
収

入

汚
水

処
理

費

使
用

料
収

入

汚
水

処
理

費
維

持
管

理
費

維
持

管
理

費
汚

水
分

現
在

処
理

区
域

内
人

口

資
本

費
汚

水
分

現
在

処
理

区
域

内
人

口

管
理

運
営

費
汚

水
分

現
在

処
理

区
域

内
人

口

現
在

処
理

区
域

内
人

口

職
員

数

職
員

給
与

費

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

項
　
　
　
　
　
目

算
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
式

使
用

料
単

価
(
円
/
㎥

)

汚
水

処
理

原
価

(
円
/
㎥

)

汚
水

処
理

原
価

維
持

管
理

費
(
円
/
㎥

)

経
費

回
収

率
(
％

)

汚
水

処
理

原
価

資
本

費
(
円
/
㎥

)

×
1
0
0

経
費

回
収

率
維

持
管

理
費

(
％
)

×
1
0
0

処
理

人
口

人
当

た
り

維
持

管
理

費
汚

水
分

(
円
/
人

)

処
理

人
口

人
当

た
り

管
理

運
営

費
汚

水
分

(
円
/
人

)

職
員

給
与

費
対

営
業

収
益

比
率

(
％

)
×
1
0
0

職
員

人
当

た
り

処
理

区
域

内
人

口
(
人
/
人

)

処
理

人
口

人
当

た
り

資
本

費
汚

水
分

(
円
/
人

)
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４
 
財

政
状

況
の
健
全
性

２
６
年
度

２
７
年
度

２
８
年
度

総
収

益

総
費

用

営
業

収
益

＋
営

業
外

収
益

営
業

費
用

＋
営

業
外

費
用

資
金

不
足

額

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

支
払

利
息

＋
企

業
債

取
扱

諸
費

資
本

金
剰

余
金

評
価

差
額

等
繰

延
収

益

負
債

資
本

合
計

固
定

資
産

資
本

金
＋

剰
余

金
評

価
差

額
等

固
定

負
債

＋
繰

延
収

益

地
方

債
現

在
高

現
在

処
理

区
域

内
人

口

基
準

外
繰

入
金

現
在

処
理

区
域

内
人

口

算
式
は
、
総
務
省
編
「
下
水
道
事
業
経
営
指
標
」
に
よ
る
。

処
理

区
域

内
人

口
人

当
た

り
基

準
外

繰
入

金

固
定

資
産

対
長

期
資

本
比

率

総
収

支
比

率

処
理

区
域

内
人

口
人

当
た

り
地

方
債

現
在

高

×
1
0
0

経
常

収
支

比
率

(
％

)
×
1
0
0

(
％
)

×
1
0
0

資
金

不
足

比
率

(
％

)

利
子

負
担

率
(
％

)
×
1
0
0

建
設

改
良

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
・

長
期

借
入

金
そ

の
他

の
企

業
債

・
長

期
借

入
金

一
時

借
入

金

×
1
0
0

自
己

資
本

構
成

比
率

(
％

)
×
1
0
0

(
千

円
/
人

)

(
％

)

(
千

円
/
人

)

項
　
　
　
　
　
目

算
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
式

３
 
経

営
の

効
率
性

２
６
年
度

２
７
年
度

２
８
年
度

使
用

料
収

入

年
間

有
収

水
量

汚
水

処
理

費

年
間

有
収

水
量

汚
水

処
理

費
維

持
管

理
費

年
間

有
収

水
量

汚
水

処
理

費
資

本
費

年
間

有
収

水
量

使
用

料
収

入

汚
水

処
理

費

使
用

料
収

入

汚
水

処
理

費
維

持
管

理
費

維
持

管
理

費
汚

水
分

現
在

処
理

区
域

内
人

口

資
本

費
汚

水
分

現
在

処
理

区
域

内
人

口

管
理

運
営

費
汚

水
分

現
在

処
理

区
域

内
人

口

現
在

処
理

区
域

内
人

口

職
員

数

職
員

給
与

費

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

項
　
　
　
　
　
目

算
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
式

使
用

料
単

価
(
円
/
㎥

)

汚
水

処
理

原
価

(
円
/
㎥

)

汚
水

処
理

原
価

維
持

管
理

費
(
円
/
㎥

)

経
費

回
収

率
(
％

)

汚
水

処
理

原
価

資
本

費
(
円
/
㎥

)

×
1
0
0

経
費

回
収

率
維

持
管

理
費

(
％

)
×
1
0
0

処
理

人
口

人
当

た
り

維
持

管
理

費
汚

水
分

(
円
/
人

)

処
理

人
口

人
当

た
り

管
理

運
営

費
汚

水
分

(
円
/
人

)

職
員

給
与

費
対

営
業

収
益

比
率

(
％

)
×
1
0
0

職
員

人
当

た
り

処
理

区
域

内
人

口
(
人
/
人

)

処
理

人
口

人
当

た
り

資
本

費
汚

水
分

(
円
/
人

)
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